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第１章 事業計画の策定にあたって 

 

１ 計画の趣旨・位置付け 

我が国の子ども・子育て支援については、平成２年の「１．５７ショック」を契機と

して取り組みがスタートしました。平成１５年７月には、「少子化社会対策基本法」が

制定され、子育て家庭が安心と喜びをもって子育てに当たることができるように、社会

全体で応援するとの基本的な考えに立ち、少子化の流れを変えるための施策を、国をあ

げて取り組むべき極めて重要なものと位置付けられました。さらに平成１５年７月には、

家庭や地域の子育て力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全

体で支援する観点から、「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体及び

事業主が、次世代育成支援のための取り組みを促進するために、それぞれが行動計画を

策定し、実施していくこととされました。 

しかしながら、依然として子どもや子育て家庭をめぐる環境は厳しく、核家族化や地

域のつながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。

また、就労形態の多様化や女性の社会進出に伴い、保育ニーズが年々増大・多様化して

おり、仕事と子育てを両立できる環境の整備が今後も必要であり、さらに保育所では待

機児童が生じています。 

これらの課題に対応するため、平成２４年８月に、「子ども・子育て支援法」をはじ

めとする「子ども・子育て関連３法」が成立し、「質の高い幼児期の学校教育・保育の

総合的な提供」「保育の量的拡大・確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」を柱とす

る「子ども・子育て支援新制度」が平成２７年度から本格施行する予定です。この新制

度では、子どもの最善の利益が実現される社会を目指すとの考えを基本とし、障がい、

疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の状況により社会的な支援の必要性の高い子ども

やその家族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象に必要な支援を行うことにより、

一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会を実現しようとするものです。 

さらに、平成２５年６月には、「少子化危機突破のための緊急対策」が決定され、こ

れまでの取組を一層強化するとともに、「結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援」

の総合的な施策の充実・強化を目指すこととされました。 
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本市においては、平成１７年３月に前述の「次世代育成支援対策推進法」に基づく行

動計画として、「奈良市次世代育成支援行動計画（前期計画：平成１７～２１年度）」を

策定するとともに、平成２２年３月には後期計画（平成２２～２６年度）を策定し、国

の動向を踏まえつつ、本市の子ども・子育て支援の充実に向けて計画的に取り組んでき

たところです。 

また、平成 27年４月１日には、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を施行し、

今後は子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組むことを目指しています。 

本計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を踏まえつつ、「子ども・子育

て支援法」に基づく事業計画に位置付けるほか、これまでの「奈良市次世代育成支援行

動計画（後期計画：平成２２～２６年度）」を引き継ぐ計画としても位置付けることに

より、本市の子ども・子育て支援に関する施策を幅広く網羅し、今までの取り組みをさ

らに充実させていきます。 
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２ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、自治体は５年を１期とした事業計画を定めるものと

しています。本市の計画においても、平成 27年度から平成 31年度までの５か年を計

画期間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、計画の中間年を目途に計画の見直しを

行うものとします。 

 

 

【 計画期間 】 

 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

          

奈良市次世代育成支援行動計画（後期） 

     

奈良市子ども・子育て支援事業計画 

     

 

 

 

 

３ 計画の対象 

 

本計画は、奈良市に住むすべての子ども、子育て家庭、地域住民、行政、子どもが育

ち学ぶ施設の関係者や事業者の個人及び団体を対象とします。なお、子ども・子育て支

援法における「子ども」とは、満１８歳未満とされていますが、施策の内容によっては、

義務教育終了前までの児童を中心とします。 

 

 

引
継 

・ 

策
定 

評
価 

評
価 

見
直
し 

評
価 

評
価 
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４ 本市の他計画との関係   

 

この計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を最上位の規範とし、奈良

市第４次総合計画における子ども・子育てに関する分野別計画の役割も有しています。 

また、計画の推進にあたっては、子ども・子育てに関連する本市の各分野の計画との

連携・整合性を十分に考慮しつつ、柔軟に施策を展開していくものとします。 

 

 

【 他計画との関連イメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

奈良市第４次総合計画 

＜基本構想・基本計画（前期・後期）＞ 

奈良市母子家庭・父子家庭等 

自立促進計画 

 

奈良市地域福祉計画 

 

奈良市障害者福祉基本計画 

 

奈良市２１健康づくり計画 

 

奈良市教育ビジョン 

 

奈良市男女共同参画計画 

 

奈良市バリアフリー基本構想 

 

奈良市住生活基本計画 

 

奈良市子ども・子育て支援事業計画 

 



 

5 

 

 

 

ご存知ですか？？  

奈良市の子ども・子育て会議  
 

 

 

 

   奈良市では、これからの奈良市の子ども・子育て支援に関する施策を検討するため、「奈

良市子ども・子育て会議」を設置しています。 

   会議の委員は全て外部委員で構成されており、学識経験者や幼保施設・子育て支援事

業の代表だけではなく、市内企業の代表、現在子育て中の保護者や市民公募の方にも参

加いただくことで、これからの奈良市の子ども・子育て支援について、さまざまな視点

から検討を行っています。また、事業計画の進捗状況は、この「子ども・子育て会議」

を通じて点検・評価を行っていきます。 

 

■市内の子育て家庭からの声を活かす仕組み 

 

 

アンケート調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内で子育て中のご家庭 

奈良市 子ども・子育て会議 

事業計画の策定【PLAN】 

事業の実施【DO】 点検・評価【CHECK】 

改善・見直し【ACTION】 

点検・評価

結果をホ

ームペー

ジで公開 

コ ラ ム 
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第２章 奈良市の子ども・子育てを取り巻く状況と課題 

 

１ 子ども・子育て家庭を取り巻く環境 

（１）子育て家庭 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

①家族の状況の変化 

・子どもがいる世帯の数、一世帯当たりの子どもの数が減少しているとともに、ひとり

親家庭が増加しており、家庭の小規模化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査         資料：国勢調査 

②保護者の就労状況の変化 

・本市の家庭類型は、５年前と比較すると依然として専業主婦（夫）の割合が 50％以

上となっていますが、フルタイムで働く共働き家庭が９％増加しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

％

ひとり親

フルタイム×フルタイム

フルタイム×パートタイム

専業主婦（夫）

その他

5.8

25.3

14.8

53.2

1.0

3.8

16.3

15.6

61.2

3.0

0 20 40 60 80

【 ひとり親家庭の推移 】 

 

【 世帯当たりの児童数の推移 】 

 

0
2,000
4,000

平成12年 17年 22年

0
1
2

母子世帯数 父子世帯数

【 本市の０～５歳児のいる家庭の家庭類型 】 

 

0
5,000

10,000
15,000
20,000

平成２年７年 12年 17年 22年

1.25
1.3
1.35
1.4

６歳未満世帯員のいる一般世帯数

一世帯あたり６歳未満人員

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,666）

平成20年度調査
（N=1,148）
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0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,717）

平成20年度調査
（N=1,148）

 

 

・保護者の就労状況について、父親では、フルタイムで就労している割合が 95％以上

となっています。一方、母親では、就学前の子どもを持つ家庭における就労中の母親

は、５年前と比較すると８％増加しているとともに、フルタイムの共働き家庭の割合

も増加しており、家族のあり方の変化がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

 

・就学前の子どもを持つ家庭における就労中の父親の帰宅時間は、60％以上が 20時

以降であり、依然として長時間労働の傾向が続いていることから、父親の家庭・育児

への関わりが難しいことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

％

フルタイムで就労

パート・アルバイト等
で就労

就労していない

無回答

28.3

15.7

54.0

2.0

18.9

17.0

63.1

1.0

0 20 40 60 80

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,633）

平成20年度調査
（N=1,148）

％

フルタイムで就労

パート・アルバイト等
で就労

就労していない

無回答

95.3

1.8

1.9

93.0

1.0

1.5

8.6

1.0

0 20 40 60 80 100

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,633）

平成20年度調査
（N=1,148）

5.0

10.6

16.7

19.5
17.8

12.9

7.9

3.6
1.1

5.1
4.0 4.3

14.0

17.7
20.1

15.9

10.8

3.5
1.6

8.1

0

5

10

15

20

25

30

18時前 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台 25時以降 無回答

(％)

平成25年度調査（N=1,573） 平成20年度調査（N=1,066）

【 母親の就労状況（０～５歳児） 】 

 

【 父親の就労状況（０～５歳児） 】 

 

【 父親の帰宅時間（０～５歳児） 】 

 

05
1015
2025
30

18時前 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台 24時台 25時以降 無回答

平成25年度調査（N=1,573） 平成20年度調査（N=1,066）
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③子育てに対する保護者の意識の変化 

・本市における子育ての環境や支援への満足度について、「３」の割合が40％以上と

最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

 

・子育てに関して保護者が日常悩んでいることについて、子どもの発育や教育等に関す

る項目を除き、保護者の状況に関する項目をみると、「仕事や自分のやりたいことが

十分にできないこと」、「子どもとの時間を十分にとれないこと」、「子育てに関しての

配偶者・パートナーの協力が少ないこと」等の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

％

食事や栄養に関すること

病気や発育・発達に関すること

子どもの教育に関すること

仕事や自分のやりたいことが十分
にできないこと

子どもを叱りすぎているような気
がすること

子どもとの時間を十分にとれない
こと

友だちづきあい（いじめ等を含
む）に関すること

子どもとの接し方に自信が持てな
いこと

子育てに関しての配偶者・パート
ナーの協力が少ないこと

37.0

33.8

32.0

28.7

28.5

18.6

14.5

13.3

11.7

25.8

28.0

31.0

30.4

36.1

20.5

22.1

13.0

11.0

0 10 20 30 40 50

0 20 40 60 80 100

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（ N=1,723 ）

平成20年度調査
（ N=1,148 ）

【 本市における子育ての環境や支援への満足度（０～５歳児） 】 

 

【 子育てに関して悩んでいること（０～５歳児） 】 

N =1,723 ％

1

2

3

4

5

無回答

12.2

29.5

42.5

11.4

1.9

2.5

0 20 40 60 80満足度が低い

満足度が高い

満足度が低い

満足度が高い

満足度が低い

満足度が高い



 

9 

 

・子育てに関する情報の入手方法をみると、親族・知人等の割合が減少する一方で、幼

稚園や保育所の割合が高いほか、「市の広報やパンフレット」、「インターネット」の

割合が大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

 
 

○本市の子育て家庭を取り巻く環境として、家庭が子どもの成長に大きな役割を果たす

という視点からも、子育て家庭が仕事と子育ての両立ができるように、また、子育て

への不安感や負担感を軽減させ、安心して子育てができるように、必要な支援を充実

させる必要があります。 

○また、並行して、父親も家庭・子育てに関わる機会が増えるような取り組みのほか、

家庭、職場、地域において子育てに対する理解を促し、市民、事業者、行政が一体と

なって取り組む環境を醸成する必要があります。 

○情報の入手方法に関連して、本市の子育て応援サイト「子育て＠なら」を開設したほ

か、「なら子育て情報ブック」を作成・配布することで取り組みを充実させているが、

子育てに関する悩みや不安の相談相手と情報の入手方法を組み合わせて、より効果的

な情報の提供が必要です。 

％

親族（親、きょうだいなど）

隣近所の人、知人、友人

幼稚園や保育園など

市役所や市の機関

市の広報やパンフレット

テレビ、ラジオ、新聞

子育て雑誌・育児書

インターネット

コミュニティー誌

その他

情報の入手先がない・入手手段
がわからない

無回答

39.2

63.0

48.8

20.2

57.0

15.1

24.7

49.6

6.4

1.7

1.3

0.8

60.5

68.2

52.4

8.4

24.5

24.4

30.0

31.1

3.7

1.6

3.9

0 20 40 60 80

ー

0 20 40 60 80 100

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（ N=1,723 ）

平成20年度調査
（ N=1,148 ）

【 子育てに関する情報の入手方法（０～５歳児） 】 
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（２）子ども  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

・就学前児童について、教育・保育施設の利用状況を５年前と比較すると、年齢区分を

問わず、幼稚園や保育所に通園している子どもの割合が増加しており、特に３～５歳

児については、約９０％となっています。また、就学児童については、バンビーホー

ム（放課後児童クラブ）の利用割合が増加しており、今後は、ニーズに適った保育サ

ービスを提供するための受け皿の確保だけではなく、質の向上も同時に努める必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 庁内資料（保育所は各年度 4月、幼稚園は各年度 5月） 

0

50

100

150

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

51.1

38.6
37.3

35.635.034.4

50.8
52.1

50.5 50.5

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（％）

【 保育所・幼稚園の利用割合の推移 】 

 

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0

平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度

保育所利用割合（３～５歳児） 幼稚園利用割合 123

グラフ追加 
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資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年）     

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

N = 1,151 ％

学校にいた

バンビーホーム（放課後児
童クラブ）で過ごした

保護者や祖父母等の家族・
親族（大人）と過ごした

家で兄弟姉妹と子どもだけ
で過ごした

家でひとりで過ごした（自
分以外に誰もいない状態）

友だちの家にいた

公園などで友だちと遊んで
いた

児童館などの公共の施設に
いた

クラブ活動や地域活動（子
ども会活動やスポーツ活動
など）をしていた

学習塾や習いごとに行って
いた

その他

無回答

73.2

9.7

8.2

0.5

1.0

0.5

1.8

0.0

0.1

1.1

0.8

3.0

0.3

13.5

32.0

2.2

3.7

3.6

14.8

0.3

1.1

22.8

1.7

4.2

0.6

0.4

81.1

1.1

1.0

0.0

0.1

0.0

1.2

9.5

1.0

3.8

0.9

0.6

90.1

0.8

0.3

0.0

0.0

0.0

0.2

1.6

1.2

4.4

0 20 40 60 80 100

【 放課後の過ごし方（小学生） 】 

 

N = 1,251 ％

学校にいた

バンビーホーム（放課後児
童クラブ）で過ごした

保護者や祖父母等の家族・
親族（大人）と過ごした

家で兄弟姉妹と子どもだけ
で過ごした

家でひとりで過ごした（自
分以外に誰もいない状態）

友だちの家にいた

公園などで友だちと遊んで
いた

児童館などの公共の施設に
いた

クラブ活動や地域活動（子
ども会活動やスポーツ活動
など）をしていた

学習塾や習いごとに行って
いた

その他

無回答

67.9

7.8

9.6

1.2

1.0

3.3

4.4

0.2

0.4

1.4

0.7

2.2

0.4

6.2

33.6

4.7

2.2

8.9

13.3

0.4

2.6

24.6

1.5

1.5

0.2

0.2

78.6

3.5

0.6

0.1

0.0

0.1

1.3

11.1

1.3

3.0

0.2

0.2

90.5

2.1

0.1

0.0

0.0

0.0

0.2

1.4

1.4

4.0

0 20 40 60 80 100

0 20406080
10
0

0
20
40
60
80
100
120

14～16時

16～18時

18～20時

20時以降

平成 25 年度調査 

 

平成 20 年度調査 
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（３）地域  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

・子育てに関する悩みや不安の相談相手について、特に０～２歳児の保護者では、５年

前と比較すると、隣近所や地域の割合が減少している一方で、地域子育て支援拠点の

割合が大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

・子育てに関する悩みや不安の相談相手として、地域子育て支援拠点の割合が大幅に増

加しているように、子育てに関する相談対応、さらには親子の居場所づくりとしての

取り組みを継続することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

次世代育成支援に関するニーズ調査（平成 20 年） 

908553

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（ N=908 ）

平成20年度調査
（ N=553 ）

％

配偶者 ・ パートナー

その他の親族（ 親 ・ きょうだいな
ど）

隣近所の人、地域の知人、友人

職場の人

幼稚園や保育園などの保護者の仲間

幼稚園や保育園などの先生

医師 ・ 保健師 ・ 看護師 ・ 栄養士な
ど

地域子育て支援拠点（ ひろばやセン
ター ）のスタッフやボランティアの人

82.4

75.1

57.0

15.9

10.0

18.4

11.6

13.9

84.1

72.2

62.6

11.2

24.2

21.7

9.0

1.6

0 20 40 60 80 100

908553

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（ N=908 ）

平成20年度調査
（ N=553 ）

【 子育てに関する悩みや不安の相談相手（０～２歳児） 】 

 

【 地域子育て支援拠点事業の利用状況（０～２歳児） 】 

 ％

地域子育て支援センター

つどいの広場

子育てスポット

利用していない

無回答

30.8

22.5

17.8

52.6

4.0

5.1

3.6

8.7

82.6

0 20 40 60 80 100

－ 
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２ 次世代育成支援行動計画に基づくこれまでの実績 

次世代育成支援行動計画（後期計画）では、個別施策の進捗管理に加え、個別施策を

束ねた基本目標と計画全体について評価を行い、市全体として子どもを生み育てやすい

まちづくりが進んでいるかどうかを検証することとしています。 

そこで、本計画の策定においては、「奈良市次世代育成支援行動計画（後期計画：平

成２２年度～平成２６年度）」に基づき、豊かな心を持ち、未来をひらく子どもを育む

まちの実現に向け、「奈良市次世代育成支援対策地域協議会」を設置し、各年度の事業

の進捗管理を行ってきた様々な施策の現状と課題について整理し、子ども・子育て支援

事業計画に反映することとします。 

 

【 主な事業の進捗管理 】 

 

番号 項   目 平成21年3月 平成26年4月 

１ 

■子育て広場を充実させました 

公共施設等の地域の身近な場所で、乳幼児とその

保護者が集って遊ぶことができるスペースの充

実。 

センター型 ： 4 

ひ ろ ば 型 ： 4 

児 童 館 型 ： 0 

センター型 ： 7 

ひ ろ ば 型 ： 11 

児 童 館 型 ： 4 

２ 

■病児・病後児保育を充実させました 

子どもが病気や病気の回復期で、仕事の都合等で

家庭での保育が困難な場合に、一時的に専用施設

で預かる「病児・病後児保育」の充実。 

病 児 保 育 ： 0 

病後児保育 ： 1 

病 児 保 育 ： 2 

病後児保育 ： 2 

３ 

■認可保育所の定員を拡充させました 

待機児童の解消に向けて、私立保育所の新増設を

推進。 

保 育 所 数 ： 44園(※) 

保育所定員 ： 5,825人 

保 育 所 数 ： 46園 

保育所定員 ： 6,373人 

４ 

■認定こども園の設置を進めました 

県内初の認定こども園を平成２１年度に設置。ま

た、市立幼稚園と市立保育所を認定こども園に統

合・再編する取り組みを開始。 

幼稚園型 ： 1園 

保育所型 ： 0園 

幼稚園型 ： 4園 

保育所型 ： 1園 

５ 

■バンビーホームの充実を進めました 

各小学校区への設置と民間学童施設の増設等のほ

か、一部のホームにて１９時までの延長保育を試

行。 

直営 ： 42か所 

民間 ： 2か所 

直営 ： 46か所 

民間 ： 3か所 

６ 

■子育て家庭の経済的支援を拡充させました 

経済的支援の一環として、子どもの医療費助成の

対象者を拡大。 

＜子ども医療費助成＞ 

平成23年８月から、子どもの医療費助成の対象を

中学校修了前まで拡大しました。 

７ 

■子育てと仕事の両立に向けた取り組みも進めまし

た 

市内の事業主や企業を対象に、仕事と生活の調和

を図り、社会全体で子育てを支援する機運を高め

るための取り組みを推進。 

＜子育て支援企業の表彰＞ 

平成23年度から、仕事と子育てを両立できる職場

環境づくりに積極的に取り組んでいる企業を「な

らの子育てほっと企業」として表彰する制度を開

始しました。 

※認可保育所については、平成 21 年度末をもって公立保育所が３園閉園。 
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基本目標１ 子どもを安心して楽しく育てられるまち 
 

子どもを安心して育て、子どもとのふれあいの中から、喜びと楽しさを感じられるよ

う、すべての子育て家庭が適切な支援を受けたり、子育てにかかる負担を軽減させるた

めの取り組みを進めてきました。 

通常保育事業の受入数の拡充や一時預かり事業、夜間保育事業、幼稚園における預か

り保育事業などの子育て支援サービスの充実や相談体制の充実においては目標を達成

した事業も多く、一定の成果が見られます。 

しかし、保育所ニーズの高まりにより依然として多数の待機児童が発生している状況

であり、待機児童の解消を引き続き検討する必要があります。また、「ならの子育てほ

っと企業表彰」の応募数の少なさに見られるように、仕事と子育ての両立支援の充実に

向けた企業・団体等との連携・協力は十分とは言えず、様々な企業・団体等と連携を深

め、ワーク・ライフ・バランスが実践されるよう、働きかけを行っていく必要がありま

す。 

 

 

基本目標２ 子どもがいきいきと心豊かに育つまち 
 

子どもたちの豊かな感性や自主性を育むため、健康で基本的な生活習慣を身につける

保育および教育を推進するとともに、遊びや多様な体験活動、仲間同士や世代間交流の

人間関係などを通じた体験活動、学習活動の充実を図ってきました。 

保育・教育環境の充実に関する事業において、目標を達成した事業が多く、子どもた

ちの豊かな人間性と「生きる力」を育む環境の充実は進んできていると言えます。 

今後も、学校（園）教育の充実において、よりきめ細かい教育・指導の充実に向け、

一層の人材の確保やその資質の向上などが求められます。また、いじめ、不登校、非行

等の問題が深刻化する中、児童の不安や悩み、心の問題へ対応するため、相談体制の充

実が求められます。 
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基本目標３ 地域で子どもや子育てを支援するまち 
 

子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、地域

全体で子どもや子育てを支援するまちを目指し、子育てサークルへの支援や子育て支援

アドバイザーの派遣などを通じて地域の子育て支援活動の充実に取り組んできました。 

子育てサークルの支援に関係する取り組みや、学校の自己評価の実施においては目標

を達成しており、地域ぐるみの子育て支援の充実や地域に開かれた保育所、幼稚園、学

校づくりは進んできていると言えます。 

その一方で、「子ども安全の家」標旗配布事業は設置件数が伸び悩んでいる状況もう

かがえます。地域ぐるみの子育て支援の更なる充実を図るため、関係機関及び子育て支

援者等の交流や連携の強化が求められます。 

 

 

基本目標４ 家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち 
 

乳幼児や保護者の様々な各ライフステージを通じた健康づくりを積極的に進めると

ともに、家族がいつまでも健康で安全、快適に暮らせるよう、子ども・子育て家庭にや

さしい生活環境の整備や、防犯、交通安全の確保などの取り組みを進めてきました。 

健康づくりや健康教育に関連する事業の多くは目標を達成しており、健康づくりや母

子保健、医療施策の充実が図られてきていると言えますが、今後も継続して医療体制の

整備・充実に取り組んでいく必要があります。 
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第３章 事業計画の基本的な理念・方針 

 

１ 計画の愛称 

本市が「子どもにやさしいまちづくり」を進めていくため、その基本となる理念及び

具体化の方向を示した「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」が目指す「子どもに

やさしいまち」とは、子どもの権利を尊重し、子どもが自立するための知識と経験を得

られるよう子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組み、一人一人の子どもが

安心して豊かに暮らすことのできるまちをいいます。 

この条例に基づく取り組みと事業計画との整合性を図るため、「子どもにやさしいま

ちづくり」をキーワードに、本計画の愛称を『奈良市子どもにやさしいまちづくりプラ

ン』とします。 

２ 計画の基本理念 

次代を担う子どもは人間としての尊厳と人格をもった存在であり、社会の一員として

大切に育てられる必要があります。子育ての基盤は家庭であり，子育ては第一義的責任

として保護者が担うべき重要な役割であるという考え方を基本とし、さらにすべての子

育て家庭に対して包括的で継続的な子育て支援と地域さらには社会全体で子育て家庭

を優しく見守り応援していくことが大切です。そのような環境で育つ子どもは、いきい

きと輝き、未来を築く社会の担い手となると考えます。 

本計画では、奈良市次世代育成支援行動計画の基本理念「豊かな心を持ち、未来をひ

らく子どもを育むまち・なら」の考えを継承するとともに、「奈良市子どもにやさしい

まちづくり条例」の方向性や本市の目指す将来像を踏まえ、次のように基本理念を定め

ます。 

 

すべての子どもが今を幸せに生き、 

夢と希望を持って 

成長することができるまち なら 
 



 

17 

３ 計画の基本方針 

本計画では、基本理念を受けて、「子ども」「子育て家庭」「地域や社会」という３つ

の視点から、子どもにやさしいまちづくりのために、次の３つの基本方針を掲げ、総合

的に施策を展開することを目指します。 
 

（１）子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり【子ども】 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

子どもは、社会の希望、未来をつくる力です。そのためにも、子どもは、家族の愛情

の下に養育され、自らも家族の一員としての様々な役割を果たしながら成長を遂げてい

くことが必要です。 

本市の人口推移を見ると、世帯当たりの子どもの人数が減少しており、家庭の小規模

化が進む中、就学前施設（認可保育所（園）・幼稚園）全体として、在籍児童の割合が

増加しています。その中でも、３～５歳児の約９割が幼稚園や保育所等の就学前施設に

在籍しており、待機児童も見られます。 

このような保育ニーズの高まりへ対応するため、今後、幼稚園等の既存施設の活用や

幼保の連携を図りながら、保育サービスの拡充を計画的に進めるとともに、地域や子育

て支援を行う団体等と密接に連携、協力して本市の特性に応じた子育て支援施策を進め

ます。 

また、子どもの視点に立ち、幼児期の人格形成を培う教育・保育については良質かつ

適切な内容及び水準のものとなるように配慮し、子どもの健やかな発達が保障され「子

どもの最善の利益」が実現される社会を目指す取り組みを進めます。 
 

（２）子どもを安心して生み育てられるまちづくり【子育て家庭】 ■ ■ ■ 

安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみならず、

在宅の子育て家庭を含むすべての子ども及び子育て家庭を対象として、妊娠・出産期か

らの切れ目のない支援を行っていくことが必要です。 

子ども・子育て支援は、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提

としつつ、子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよ

う、家庭環境等の変化により多様化する相談に応え、保護者が自己肯定感（自分のよさ

を肯定的に認める感情）を持ちながら子どもと向き合える環境を整えることで、すべて

の子どもが心身ともに健康で過ごせる環境づくりに取り組みます。 
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また、児童虐待や子どものいじめ問題等については、保育所・幼稚園・学校のほか、

行政や専門機関、家庭・地域社会・企業等が連携して対応することが必要であり、組織

的な取り組みを強化します。 

 

 

（３）地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり【地域や社会】 ■ ■ ■ 

「すべての子どもと家庭」への支援という視点から、社会のあらゆる分野におけるす

べての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働

し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

子育て期における就労中の母親が増加していることから、仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）の実現に向けて、家庭、職場、地域において子育てに対する理

解を促し、市民、事業者、行政が一体となって取り組む環境の醸成に努めます。 

また、親子が住みよいまちづくりを進めるためには、全市的な活動として安心・安全

なまちづくりを強く推進していくことが必要です。地域には保育所や幼稚園など、子育

ての知識や技術、人材、施設などの福祉・教育資源を有しており、そうした資源を有効

に活用しつつ、子どもの成長にとってより良い環境づくりのために、子どもや子育てを

見守り、支えあうことができるような仕組みづくりに取り組みます。 
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「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考 
 

 

 

「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」

の概要版を見開きで掲載します。 
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「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」

の概要版を見開きで掲載します。 
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第４章 奈良市の子ども・子育て支援の 

これからの取組 

 

【 施策の体系 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標】 
 
 

１ 子どもがいき

いきと心豊か

に育つまちづ

くり 

１ 子どもにとって大切な権利の保障 

２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

２ 地域の子育て支援の充実 

３ 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

１ 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 

２ 仕事と子育ての両立支援の推進 

 

 
 

２ 子どもを安心

して生み育て

られるまちづ

くり 

 

３ 地域全体で子

どもと子育て

家庭を見守る

まちづくり 

す
べ
て
の
子
ど
も
が
今
を
幸
せ
に
生
き
、
夢
と
希
望
を
持
っ
て
成
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
ま
ち 

な
ら 

４ 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

３ 学齢期の教育・育成施策の充実 

３ 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

１ 子どもと子育て家庭の健康の確保 

基本理念 基本方針 基本目標 

１ 

２ 

３ 

１ 

２ 

３ 

４ 

１ 

２ 

３ 
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① 子どもの権利保障のための取り組みの推進 

① 乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 

② 質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 

① 豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 

② 子どもの居場所や体験活動の充実 

③ 心身の健やかな成長のための取り組みの充実 

① 妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 

② 健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 

③ 小児医療体制等の充実 

① 子育て中の親子の居場所づくりの推進 

② 多様な子育て支援サービスの充実 

① 子育てに関する相談体制・情報提供の充実 

② 子育て家庭への経済的な支援の充実 

① ひとり親家庭への支援の充実 

② 障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 

③ 児童虐待防止などの取り組みの充実 

① 地域における子育て支援の充実 

② 地域における子どもの見守り活動の推進 

① 男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

① 安心して外出できる環境づくりの推進 

施策の方向性 
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基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり 

 

 

 

 

 

 

基本目標１． 子どもにとって大切な権利の保障 

 

基本目標２． 乳幼児期の教育・保育の充実 

 

基本目標３． 学齢期の教育・育成施策の充実 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎo 指標名 単位 現状値 目標値（平成 31 年度） 

1 認定区分ごとの定員数 人 

1 号：4,174（26年 5 月） 

2 号：3,368（26年 4 月） 

3 号：2,180（26年 4 月） 

1 号：4,118 

2 号：3,412 

3 号：2,700 

2 市立認定こども園の設置数 園 5（26 年 4 月） 35 

（認定区分ごとの定員数の現状値について、１号は幼稚園、２・３号は保育所の利用者数を記載） 

成果指標 
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基本目標１ 子どもにとって大切な権利の保障 
 

 

子どもが健やかに成長するためには、子ども一人ひとりの権利が尊重されることが大

切です。子どもの最善の利益を考え、子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子

どもだけではなく、奈良市に住み、訪れるすべての人にとってやさしいまちづくりにつ

ながります。 

子どもにとって大切な権利を保障するとともに、子どもが、家族、コミュニティ、社

会生活に関わり、文化的・社会的行事に参加するなどして自立するための知識や経験を

得られるよう社会全体で支援することや、安心して子育てのできるまちづくり、又は若

者が帰ってきたくなるまちづくりを通して、子どもが育つための支援や子どもを育てて

いくための支援に、地域社会全体で取り組むことが求められます。 

 

 

 

 

① 子どもの権利保障のための取り組みの推進 

「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」の理念や考えを踏まえ、子どもの権利を

守る取り組みを総合的に進めていきます。 

国や県、関係機関と連携し、保護者や地域住民、子どもの育ちや学びに関わる人がそ

れぞれの役割を果たすことができるよう、必要な支援を効果的・効率的に実施できる体

制づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

○ 子ども会議の設置 

子どもの意見表明や参加を支援するための取り組みとして、子どもの自主的・自発

的な運営による「子ども会議」を設置します。 
 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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基本目標２ 乳幼児期の教育・保育の充実 
 

 

乳幼児期における教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。

集団の中での自発的な遊びを通して「生きる力」の基礎を養うとともに、乳幼児期にふ

さわしい生活習慣の基礎や規範意識の芽生えが育まれるよう支援が必要です。 

近年、女性の就業率の上昇や育児休業制度の普及などにより、子育て家庭においても

共働きが増えています。また、保育におけるニーズも多様化しており、それらに柔軟に

対応した保育サービスの提供が求められています。 

また、ニーズ調査からは、就学前児童の子どもをもつ保護者において、子育ての孤立

化や子育てについての不安が広がりつつある傾向がみられるため、認定こども園や、幼

稚園・保育所が核となり、子どもが健やかに成長できるように家庭や地域と連携を深め、

子育て家庭をサポートしていくことが求められます。 

 

 

 

 

 

① 乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 

教育・保育の場の整備拡充を積極的に行うとともに、きめ細やかな保育サービスをよ

り一層充実していきます。 

 

② 質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 

就学前児童の子どもの自立と協同の態度を育むことを目的とし、乳幼児期の重要性や

特性を踏まえ、発達に応じた質の高い教育・保育を提供し、子どもの健やかな発達の支

援に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ 教育・保育施設及び地域型保育事業の整備 

待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存の教育・保育資源を

活用するとともに、民間活力による教育・保育施設及び地域型保育事業等の整備を行

います。 

 

○ 認定こども園の設置 

「奈良市幼保再編基本計画」、「奈良市幼保再編実施計画」のもと、市立幼保施設の

再編を進めながら、「市立こども園」として、子ども・子育て関連３法に基づく、幼保

連携型認定こども園の設置を進めます。 

 

○ 教育・保育の質の向上に向けた取組 

多様な教育・保育ニーズや地域の子育て支援等に対応するため、認定こども園、幼

稚園及び保育所に勤務する職員を対象に、園内外の研修を実施し、資質向上を図りま

す。 

 

 

主な取り組み 

 

コラム追加 
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基本目標３ 学齢期の教育・育成施策の充実 
 

 

子どもたちに基礎的・基本的な知識・技能と思考力・判断力・表現力等、主体的に学

習に取り組む態度などの確かな学力を身に付けさせるためには、教育内容・方法の一層

の充実を図ることが重要です。特に、自ら課題を発見し解決する力、他者と協働するた

めのコミュニケーション能力、物事を多様な観点から論理的に考察する力などを育成す

ることが求められます。 

また、児童の不安や悩み、心の問題へ対応するため、今後も引き続き相談体制を維持

するとともに、相談者の心の拠り所となるよう努めていくことが求められます。 

 

 

 

 

① 豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 

幼児期からの子どもの発達や学習の連続性を重視し、学ぶ意欲や自尊感情を高める取

り組みを推進し、豊かな人間性と「生きる力」をバランスよく育む教育環境を整備する

とともに、本市の特徴を生かした教育を推進します。 

 

② 子どもの居場所や体験活動の充実 

地域において子どもが安心して過ごすことができる居場所づくりや自然との触れ合

いや遊び等様々な体験や子ども同士の交流を行う場を設けることにより、子どもの育成

活動を推進します。 

 

③ 心身の健やかな成長のための取り組みの充実 

子どもが相談しやすい体制をつくるとともに、関係機関と連携を図りながら、心身の

健やかな成長を支援していきます。 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ 放課後児童健全育成事業 

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後児童健全育成

事業施設内において、集団生活を体験させながら、健全育成を図ります。 

 

○ 放課後子ども教室推進事業 

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点(居場所)を設

け、地域の方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施することにより、子どもたち

が地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを行います。 

 

○ 児童館事業の充実 

身近な子育て支援の拠点施設として市民参画のもとに、より開かれた児童館を目指

します。 

 

○ 生徒の相談体制の充実 

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業務を奈良「いのちの電

話」協会に委託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、専門の相談員が年中無休で

電話による各種の相談業務を行います。 

 

 

 

 

主な取り組み 
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基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくり 

 

 

 

 

 

基本目標１． 子どもと子育て家庭の健康の確保 

 

基本目標２． 地域の子育て支援の充実 

 

基本目標３． 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

 

基本目標４． 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎo 指標名 単位 現状値 目標値（平成 31 年度） 

1 利用者支援事業 箇所 
0 

（25 年度実績） 
2 

2 
乳児家庭全戸訪問事業の 

面接率 
％ 

98.3 

（25 年度実績） 
100 

 

成果指標 
 



 

30 

 

基本目標１ 子どもと子育て家庭の健康の確保 
 

 

乳幼児期は、生涯にわたる生活習慣と人格の基礎を形成する最も大切な時期であり、

この時期に良好な親子関係を築くことが大切です。また核家族化やひとり親家庭の増加

などの影響により、保護者の孤立から育児不安に陥ることが懸念されます。 

子どもの成長・発達を促し、保護者の育児不安の軽減を目指すとともに、乳幼児健康

診査や相談等の母子保健施策等の充実を図る必要があります。 

 

 

 

 

① 妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 

安心して出産・子育てができるよう、関係機関と連携しながら、健康診査等の母子保

健事業を妊娠期から継続して支援します。 

 

② 健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 

子どもの健やかな成長発達を支援するため、子育て家庭が安心して楽しく育児ができ

るよう相談や交流ができる場を提供するとともに、健康に関する情報発信を図ります。 

 

③ 小児医療体制等の充実 

関係機関と連携をとり、小児医療の充実に努めるとともに、疾病や障がいの早期発見

に取り組んでいきます。 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ 妊婦健康診査事業 

妊娠中の女性と胎児の健康保持並びに異常の早期発見のために実施する妊婦健康診

査にかかる費用の一部を助成します。 

 

○ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要な情報提供

等を行います。また、支援が必要な家庭に対しては保健指導を行い、乳児家庭の孤立

化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の予防や子どもの健全育成を図ります。 

 

○ 妊産婦・乳幼児の健康相談（巡回相談・おやこプチ講座） 

安心して妊娠・出産・育児が行えるよう公民館等地域の身近な場所に出向き、保健

師、助産師等が健康相談を実施します。また、親子の健康づくりに関する情報提供の

場として、おやこプチ講座を実施します。 

 

○ 医療体制の充実 

妊娠・出産の安全確保とともに、育児不安の解消を目指し、救急医療体制の整備充

実を図ります。 

 

 

 

主な取り組み 
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基本目標２ 地域の子育て支援の充実 
 

 

「すべての子どもと家庭」への支援を実現するため、社会のあらゆる分野におけるす

べての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働

し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

ニーズ調査においては、子育て支援センターをはじめとした子育て支援事業の認知度

が高く、利用希望も高いことから、子育て支援事業の充実が求められており、子育てを

しているすべての人が利用できるよう、その機能の強化を図る必要があります。 

 

 

 

 

① 子育て中の親子の居場所づくりの推進 

地域の実情を踏まえ、子どもの成長にとってより良い環境づくりのために身近な地域

で子どもや子育て家庭を見守り、支え合うことができるよう、地域での様々な子育て支

援の充実に取り組みます。 

 

② 多様な子育て支援サービスの充実 

保育所の延長保育や幼稚園の預かり保育のほか、一時預かりや病児・病後児保育など、

多様な保育ニーズに応える事業を展開します。 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ 地域子育て支援拠点事業 

主として乳幼児（０～３歳）と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提供し、

育児相談や子育て関連情報の提供、講習会などを実施します。 

 

○ 一時預かり事業、幼稚園の預かり保育 

保護者のパート就労や病気等により家庭において保育を受けることが一時的に困難

となる場合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッシュのため、乳幼児を保育所等に

おいて一時的に保育し、子育て世帯の支援を図ります。 

また、幼稚園においても、在園児に対して教育時間終了後にも保育を実施すること

により、保護者の子育てを支援します。 

 

○ 時間外保育事業 

保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、開所時間を超

えた保育を実施し、就労世帯等の支援を図ります。 

 

○ 病児・病後児保育事業 

児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場合

に、児童を一時的に専用施設で預かります。 

 

○ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ事業） 

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を１週間を限度として預かり、

養育・保護を行います（ショートステイ）。 

仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な場合に、午後2時から

10時までの時間帯のうち、１日４時間、６か月の範囲で児童を預かり、養育・保護

を行います（トワイライトステイ）。 

 

○ 地域に開かれた幼稚園・保育所づくり 

認定こども園や幼稚園では、地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や

子育てに孤立感・不安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎の開放や未就園児

の親子登園を実施しています。また、保育所においても、在園児以外（０～３歳児）

の親子を対象に遊び方を教えたり、在園児との交流を行うとともに、子育てについて

の相談にも対応しています。 

 

主な取り組み 

 



 

34 

 

基本目標３ 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 
 

 

近年、少子高齢化や核家族化の進行、地域社会の変化にともない、身近な地域に相談

できる相手がいないなど、子育てへの負担感が増大しているといわれています。 

本市では、子育てを支援する様々な事業や取り組みを行っていますが、ニーズ調査で

は、事業によっては市民に十分知られていないものもあります。 

すべての人が、子育てに対する不安や負担を抱え込むことなく、ゆとりをもって子育

てできるように支援していくため、必要な支援を適切に受けることができるように事業

の周知などの情報提供の充実や相談体制の充実が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育てに関するニーズ調査（平成 25 年） 

 

 

N = 1,723

①妊婦健康診査

②はじめてのママパパ教室

③こんにちは赤ちゃん訪問

④はぐくみセンターの教室（ぱくぱく
教室やきらきら教室等）

⑤保育園の園庭開放や子育て相談

⑥幼稚園の園庭開放や子育て相談

⑦子ども発達センターの療育相談

⑧子育ての総合相談窓口（家庭児童相
談室）

⑨ファミリー・サポート・センター

⑩子育て支援アドバイザー

⑪キッズホリデークラブ（教育セン
ター）

⑫子育てあっとなら（子育て応援ホー
ムページ）

76.1

75.0

86.5

87.6

66.8

68.3

50.9

52.4

52.9

31.1

14.4

36.7

21.1

21.9

11.3

10.8

30.8

29.4

46.7

45.0

44.5

66.6

83.2

60.8 2.5

2.4

2.4

2.6

2.6

2.4

2.3

2.4

1.6

2.3

3.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状と課題 
 

【本市で実施している事業や取り組みの認知度（０～５歳児）】 

 

76.175.086.587.666.868.350.952.452.931.114.4 36.7 21.121.9 11.310.830.829.446.745.044.566.660.8 2.83.12.31.62.42.32.42.62.62.42.42.583.2
0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.02.0

はい いいえ 無回答
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① 子育てに関する相談体制・情報提供の充実 

子どもや保護者が教育・保育施設や地域子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、

様々な場所での相談や情報提供を行い、保護者の育児負担の軽減を図ります。 

 

② 子育て家庭への経済的な支援の充実 

引き続き各種手当等の経済的支援を行うとともに、保護者や子どもの生活支援、保護

者の就労支援など、経済的な困窮家庭に対する支援を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 利用者支援事業 

子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠して

いる方が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な

実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機

関との連絡調整等を実施します。 

 

○ 子育て世代支援ＰＲ事業 

本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育て応援サイト「子育て＠なら」を運

営するとともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた「子育て情報ブック」を作成・

配布します。 
 

 

○ 子ども医療費助成 

健康保険に加入している中学校修了前（15歳到達後最初の３月 31日まで）の子

どもを対象に、保険医療の自己負担額から一部負担金を除いた額を助成します（中学

生は入院のみの助成で、入院時の食事療養費は除きます）。 
 

○ 就学援助 

小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に援助し、義務教育就学の達成を図ります。 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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基本目標４ 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 
 

 

少子高齢化や単身化がさらに進行し、地域における連帯感の希薄化、育児情報の氾濫

などを背景に、多くの不安やストレスを抱えている子育て家庭も多く、子どもを虐待し

てしまう痛ましい事件の増加が大きな社会問題となっています。虐待は、子どもの人権

を侵害し、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を及ぼすため、迅速かつ適切な

対応が求められます。 

その他、近年、保育所・幼稚園・学校において発達障がいやその境界域の子どもたち

が増加傾向にあり、従来の３障がい（身体、知的、精神）に加え、発達障がい（自閉症、

学習障がい、注意欠陥・多動性障がい、アスペルガー症候群等）を含めた支援のあり方

が課題となっています。 

 

 

 

① ひとり親家庭への支援の充実 

今後においても、ひとり親家庭が抱える様々な悩みや問題への相談支援をはじめ、引

き続き各種手当等の経済的支援を行うとともに、保護者や子どもの生活支援、保護者の

就労支援など、関係機関と連携し、ひとり親家庭の自立に向けた支援を充実します。 

 

② 障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 

障がい児や発達に関して支援を要する児童に乳幼児期からの継続的な支援を行うと

ともに、障がいのある子どもをもつ子育て家庭の多様なニーズに応じた相談・支援体制

を充実します。 

 

③ 児童虐待防止などの取り組みの充実 

被虐待児童対策地域協議会や乳児家庭全戸訪問事業等を活用して、児童虐待の未然防

止や早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関のより一層の強化により、虐待か

ら子どもを守る取り組みを充実します。 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ 母子家庭等自立支援プログラム策定事業 

児童扶養手当の受給者を対象に、プログラム策定員が個々の状況や要望に応じて、

就職までの自立支援プログラムを作成し、ハローワークや福祉事務所と協力して３ヶ

月以内の就業を支援します。 

 

○ 子ども発達支援事業 

子ども発達センターにおいて、発達障がいや言語・情緒・行動に発達の課題をかか

える就学前の幼児とその保護者を対象に、「療育相談室」及び児童福祉法に規定された

「児童発達支援」を実施しています。 

 

○ 被虐待児童対策地域協議会の設置・活用 

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療機関、民生児

童委員協議会連合会、弁護士、警察などの関係機関が連携して、虐待から子どもを守

るために「奈良市被虐待児童対策地域協議会」を設置しています。 

 

○ 養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、訪問などによ

り、養育に関する相談、助言などの支援を行います。 

 

 

 

主な取り組み 
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基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守る 

まちづくり 

 

 

 

 

 

 

基本目標１． 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進  

 

基本目標２． 仕事と子育ての両立支援の推進 

 

基本目標３． 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎo 指標名 単位 現状値 目標値（平成 31 年度） 

1 
ファミリー・サポート・センタ

ーの相互援助活動件数 
件 

6,307 

（25 年度延べ） 

6,762 

（年間延べ） 

 

成果指標 
 



 

39 

 

基本目標１ 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 
 

 

急激な少子高齢化・核家族化の進行や地域社会の変化に伴い、身近な地域に相談でき

る相手がいないなど、子育てへの負担感が増大しているといわれています。 

本市ではこれまで、育児の孤立化を防止し、地域社会で子どもを育てる環境づくりを

進めるため、地域子育て支援拠点事業の充実だけではなく、子育てサークルなどの支援

にも取り組んできました。 

ニーズ調査によると、子育てに関して、多くの保護者が不安や負担を感じていること

がわかります。その内容をみると、子どもの教育や友だちづきあい、しつけなどに関す

る項目が高くなっており、子育ての孤立化がうかがえます。 

そのため、地域社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和ら

げることが必要となります。 

 

 

 

 

① 地域における子育て支援の充実 

すべての保護者が、子育てに対する不安や負担を抱え込むことなく、ゆとりをもって

子育てできるよう、子どもたちや保護者が仲間や地域の人とふれあう場へ参加する機会

を確保し、子どもの社会性を育むため気軽に利用できる施設や事業の充実及び周知を行

います。 

 

② 地域における子どもの見守り活動の推進 

子どもの安全を守るため、交通安全対策や防犯体制を整備し、安全・安心なまちづく

りを構築していくため、地域と協力していきます。 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
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○ ファミリー・サポート・センター事業 

子育ての応援をしてほしい人（依頼会員）と子育ての応援をしたい人（提供会員）

が会員となって、送迎や一時的な子どもの預かりなどの援助活動を行います。制度の

周知を図り、援助会員の増員を目指すとともに、講習会・スキルアップ講座の実施回

数を見直し、会員の資質の向上を図ります。 

 

○ 子育てサークルの援助 

地域で活動する子育てサークルに補助金を交付することで、主として未就園児を持

つ保護者が集える場の存続を図り、育児の孤立化を防止することを通して、子育て支

援を行います。 

 

○ 子育て支援アドバイザー 

地域の子育て経験豊かな市民を子育て支援アドバイザーとして登録し、乳幼児とそ

の保護者が集まる場所に派遣することにより、保護者の子育てに関する疑問や悩みに

対する相談等を行います。 

 

○ 交通安全教室の開催 

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい自転車の乗り方などの

交通ルールを映画・ビデオ・人形劇でわかりやすく説明するとともに、信号機を使っ

た実技指導なども併せて行い、子どもたちに交通事故から身を守るすべを身につけて

もらうために交通安全教室を開催します。 

 

 

 

 

 

主な取り組み 
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基本目標２ 仕事と子育ての両立支援の推進 
 

 

ワーク・ライフ・バランスの実現には、すべての人が仕事、家庭・地域生活、個人の

自己啓発等の様々な活動を、自らが希望するバランスで行えることが必要です。  

ニーズ調査では、育児休業を取得していない人は約５割で、その理由は「子育てや家

事に専念するため退職した」が最も高く、次いで「職場に育児休業の制度がなかった（就

業規則に定めがなかった）」となっています。 

労働者の働き方は正社員と非正規雇用といった「働き方の二極化」や、共働き世帯が

増加する一方で、依然として「男は仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割分担意

識が残っており、仕事と子育てや介護の両立を困難にしている状況といった様々な課題

があります。  

 

 

 

① 男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

仕事と生活の調和を図り、仕事も生活も充実するワーク・ライフ・バランスの考え方

を広く社会に浸透させ、女性も男性も仕事と生活を調和させた豊かな生活が送れるよう、

一層の普及啓発を行います。  

 

 

 

 

 

○ 男女共同の子育ての推進 

男性の家庭参画セミナーなどを通じて、男女の固定的役割分担意識を解消し、これ

まで育児や家庭への参画が少なかった男性が積極的に関わり、共に子育てを担う地域

づくりを進めます。 

 

○ 仕事と生活の調和推進事業 

事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等の改善等、仕事と生活の

調和のとれた働き方に向けた意識啓発に努めます。 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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基本目標３ 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 
 

 

地域において安全・安心で快適な生活を営むことはすべての市民の願いです。 

本市では、子育て世代の定住を促し、次の世代にも住み続けてもらうため、子育て世

代の定住を促す住まい、まちづくりを進めています。また、幼い子どもを連れても安心

して自由に行動し、活動できる移動空間を確保できるよう、公共施設、公共交通機関等

におけるユニバーサルデザイン化を進めてきました。今後も、子どもと子育て家庭にや

さしい生活環境づくりの推進が求められています。 

また、子どもが安全に暮らしていくには、親も子も安心して生活できる環境の整備が

必要となります。特に、子どもを事故から守り、安心して外出できる環境づくりに取り

組んでいくことが求められます。 

 

 

 

① 安心して外出できる環境づくりの推進 

誰もが安全・安心に、そして快適に暮らせるまちづくりをめざして、既存公園の再整

備、公共交通機関のバリアフリー化などを進め、より子育てしやすいまちにしていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

○ バリアフリー化の推進 

より子育てしやすいまちをめざして、道路、公園の整備、公共交通機関のバリアフ

リー化などを進めていきます。 

 

○ 公共賃貸住宅における子育て世帯向けの優先入居制度の活用 

市営住宅の空家募集において、同居親族に小学校就学前の児童がいる世帯（子育て

世帯）に対する優先入居制度を実施します。 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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ご存知ですか？？  

“ＩＫＵＭＥＮ ＨＡＮＤＢＯＯＫ  

for nara papa”  

 

 

    奈良市では、男性が育児を身近に感じ一層楽しめるように奈良市オリジナルのイクメン手

帳「IKUMEN HANBOOK for nara papa」を配布しています。 

男性は、妊娠、出産、結婚についての情報を得る機会が少なく、なかなかイメージがわき

にくいことから、育児に関わりたくてもどう関わってよいのかわかりにくいといわれていま

す。そこで、パートナーの妊娠から出産、子どもが生まれてから 6 歳になるまでに知ってお

きたいことを男性目線で一冊にまとめています。 

 

母子健康手帳を発行している窓口や男女共同参画課のほか、市公式ホームページや「子育

て＠なら」のホームページでもダウンロードすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ ラ ム 
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第５章 主な事業の５年間の需給計画 

 

１ 提供区域の設定 

子ども・子育て支援法の規定に基づいて、乳幼児期の教育・保育及び地域子ども・子

育て支援事業の提供に当たって、提供区域を設定することになります。提供区域は、地

理的条件や人口、交通機関・道路等の社会的条件、教育・保育施設の立地状況や利用実

態、今後の利用希望のほか、幼児期の教育と小学校教育との連携・接続等を総合的に勘

案して定めることとされており、本市では教育・保育施設や子育て支援事業の利用状況

や実施状況も踏まえながら、提供区域を設定しています。 

この提供区域は、小学校や中学校の校区とは異なり、提供区域外の各施設や事業の利

用を制限するものではありません。 

 

（１）教育・保育における提供区域 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

本市では、市政運営の根幹となるまちづくりの基本指針を示している「奈良市第４次

総合計画」において、地域別土地利用の考え方として７つのゾーンを設定しています。 

しかし、各ゾーンにおける児童数の動向のほか、教育・保育施設の配置状況や利用実

態に注目した場合、幼稚園もしくは保育所が存在していないゾーンや実際の利用実態等

にそぐわないゾーンもあることから、需給計画を検討するうえでミスマッチが生じるこ

とになり、市全域で統一的な提供体制を確保することが困難になると考えられます。 

そこで、本計画における提供区域の設定に当たっては、「奈良市第４次総合計画」に

おける７つのゾーンを勘案したうえで２２の中学校区を基本単位として、児童数の動向

のほか、教育・保育施設の現在の配置状況や今後の方向性、実際の利用実態等を反映す

るとともに、可能な限り提供区域内で需給調整を検討することを目的として、隣接する

中学校区を組み合わせることにより、次に記載する５つの教育・保育提供区域を設定す

るものとします。 

なお、この教育・保育提供区域は、教育・保育に係る需要と供給のバランスを判断す

るための一つの目安として設定するものであり、利用者の利用範囲を制限するものでは

ありません。また、本市の子ども・子育て支援に係る施策・計画の実施を制限するもの

でもありません。 
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区域 区域名 構成する中学校区 
（参考）奈良市総合計画における 

地域別土地利用のゾーン 

① 中央 春日、三笠、若草、飛鳥 中央市街地ゾーン 

② 西部北 
登美ヶ丘、平城西、二名、平城 

登美ヶ丘北、平城東 中部ゾーン 

西北部ゾーン ③ 西部南 
伏見、富雄、京西、富雄南、都跡 

富雄第三 

④ 南部 都南 南部ゾーン 

⑤ 東部 田原、柳生、興東、月ヶ瀬、都祁 
東部ゾーン、月ヶ瀬ゾーン 

都祁ゾーン 

 

 

 

 

 

①中央 

②西部北 

③西部南 

④南部 

⑤東部 

【 本計画における教育・保育提供区域（５区域） 】 
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（２）地域子ども・子育て支援事業における提供区域  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

地域子ども・子育て支援事業については、事業の内容や性質等に応じて、次のように

区域を設定します。 

 

 

① 教育・保育における提供区域に準じる事業 

地域子ども・子育て支援事業のうち、以下の４事業については、教育・保育の利用実

態と関連があることから、教育・保育における提供区域と同一の区域とします。 

・時間外保育事業（延長保育事業） 

・放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等） 

・地域子育て支援拠点事業（子育て広場） 

・一時預かり事業（幼稚園の預かり保育・保育所等の一時預かり） 

 

 

② 市全域を１つの提供区域とする事業 

地域子ども・子育て支援事業のうち、以下の９事業については、事業の性質や不定期

かつ広域的な利用が想定されることから、市全域を１つの提供区域とします。なお、事

業の実施に当たっては、利用者の利便性に配慮することとします。 

・利用者支援事業 

・子育て短期支援事業（ショートステイ等） 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

・養育支援訪問事業 

・病児・病後児保育事業 

・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

・妊婦健康診査事業 

・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・多様な主体が本制度に算入することを促進するための事業 
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２ 提供区域ごとの施設・事業の実施状況 

（１）中央 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

① 教育・保育施設 

中央では、幼稚園が１５園、保育所が１５園設置されており、認定こども園は設置さ

れていません。 

 

 

 

 

 

 

 

印 施設名 

○ 認定こども園 

△ 幼 稚 園 

□ 保 育 所 

（平成 27 年 3月時点） 

 

 

② 地域の子育て支援事業 

中央では、子育て広場が１３箇所、保育所等での一時預かりが５箇所、放課後児童ク

ラブ（バンビーホーム等）が１２箇所設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 事業名 

◎ 子育て広場 

◇ 一時預かり 

（平成 27 年 3月時点） 
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（２）西部北 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 教育・保育施設 

西部北では、幼稚園が１２園、保育所が９園設置されており、認定こども園は３園設

置されています。 

 

 

 

 

 

 

印 施設名 

○ 認定こども園 

△ 幼 稚 園 

□ 保 育 所 

（平成 27 年 3月時点） 

 

 

② 地域の子育て支援事業 

西部北では、子育て広場が１４箇所、保育所等での一時預かりが５箇所、放課後児童

クラブ（バンビーホーム等）が１３箇所設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

印 事業名 

◎ 子育て広場 

◇ 一時預かり 

（平成 27 年 3月時点） 
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（３）西部南 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

① 教育・保育施設 

西部南では、幼稚園が１５園、保育所が１１園設置されており、認定こども園は４園

設置されています。 

 

 

 

 

 

 

印 施設名 

○ 認定こども園 

△ 幼 稚 園 

□ 保 育 所 

（平成 27 年 3月時点） 

 

 

② 地域の子育て支援事業 

西部南では、子育て広場が１５箇所、保育所等での一時預かりが４箇所、放課後児童

クラブ（バンビーホーム等）が１２箇所設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

印 事業名 

◎ 子育て広場 

◇ 一時預かり 

（平成 27 年 3月時点） 
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（４）南部 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

① 教育・保育施設 

南部では、幼稚園が４園、保育所が４園設置されており、認定こども園は設置されて

おりません。 

 

 

 

 

 

 

 

印 施設名 

○ 認定こども園 

△ 幼 稚 園 

□ 保 育 所 

（平成 27 年 3月時点） 

 

 

② 地域の子育て支援事業 

南部では、子育て広場が１０箇所、放課後児童クラブ（バンビーホーム）が４箇所設

置されており、保育所等での一時預かりは設置されておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 事業名 

◎ 子育て広場 

◇ 一時預かり 

（平成 27 年 3月時点） 
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（５）東部 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

① 教育・保育施設 

東部では、幼稚園が２園、保育所が３園設置されており、認定こども園は１園設置さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

印 施設名 

○ 認定こども園 

△ 幼 稚 園 

□ 保 育 所 

（平成 27 年 3月時点） 

 

 

② 地域の子育て支援事業 

東部では、子育て広場が３箇所、放課後児童クラブ（バンビーホーム）が８箇所設置

されており、保育所等での一時預かりは設置されておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 事業名 

◎ 子育て広場 

◇ 一時預かり 

（平成 27 年 3月時点） 
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３ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

（１）量の見込みについて ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

本計画では、子ども・子育て支援法に基づき、教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業について、５年間の量の見込み（利用に関するニーズ量）とその確保方策（量の

見込みに対応する受け皿の整備量と実施時期）を定めています。 

量の見込みの算出に当たっては、地域のニーズに対応するため、平成２５年度に実施

した「奈良市子育てに関するニーズ調査」の結果を活用し、提供区域ごとに算出してい

ます。 

 

（２）表の見方について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

 

 

平成 27 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 8,399 5,350 2,554 

量の見込み 4,366 570 3,047 2,133 614 

保育希望率 52.0% 43.1% 39.9% 24.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 3,156 3,761 1,978 674 

確認を受けない幼稚園 2,344    

特定地域型保育事業   19 5 

計 5,500 3,761 1,997 679 

不足分 0 0 ▲136 0 

 
※１ 認定区分に応じて、量の見込み等を設定しています。 

□１号認定…３歳以上で、幼稚園や認定こども園を希望する子ども 

□２号認定…３歳以上で、保育の必要性の認定を受けた子ども 
・教育希望が強い：幼稚園を希望 
・左記以外：保育所、認定こども園を希望 

□３号認定…３歳未満で、保育の必要性の認定を受けた子ども 
（保育所や認定こども園、地域型保育事業を希望） 

※２ 量の見込み…各認定区分ごとのニーズ量を示しています。 

※３ 保育希望率…量の見込み／対象年齢児の児童数推計 
※４ 確保方策…ニーズ量に対応する方策について、施設の種類ごとに利用定員を設定しています。 

□特定教育・保育施設…認定こども園、幼稚園、保育所 

□確認を受けない幼稚園…国立幼稚園と新制度に移行しない私立幼稚園 
□特定地域型保育事業…家庭的保育、小規模保育等 

※５ ニーズ量に対応できる体制が整っていない場合に「▲」を付けています。 

ニーズ量を満たす場合は、「０」で記載しています。 

※１ 

※２ 

※３ 

※５ 

※４ 
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（３）今後の方向性について ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■  

２号認定子ども（３歳以上で保育の必要性の認定を受けた子ども）の量の見込みにつ

いては、今後も希望率が一定数で続いていくと見込まれますが、将来的な教育・保育施

設の供給が過剰となる恐れがあることから、既存幼稚園を活用し認定こども園への移行

を促進することで対応していくこととします。 

３号認定子ども（３歳未満で保育の必要性の認定を受けた子ども）の量の見込みにつ

いては、今後も需要が増加していく可能性が高いと考えています。従来の認可保育所の

新設を進めることは、将来的な供給過剰につながる恐れがあるとともに、必要な年齢区

分への即効性が低いことから、小規模保育事業を展開しピンポイントに対応することを

主な取り組みとします。また、既存施設を活用した認定こども園化等を組み合わせるこ

とにより対応していくこととします。 

なお、市立幼稚園及び市立保育所については、「奈良市幼保再編実施計画」に基づい

て、幼保連携型認定こども園への統合・再編を進めており、私立幼稚園及び私立保育所

についても、今後認定こども園へ移行する可能性があることから、実際の確保方策が計

画と乖離することが想定されます。そのため、計画の中間年である平成２９年度を目安

に見直しを図るものとします。 

 

（４）５年間の量の見込みと確保方策について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

＜市全域＞               【平成２７年度】 

 

平成 27 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 8,399 5,350 2,554 

ニーズ量の見込み 4,366 570 3,047 2,133 614 

保育希望率 52.0% 43.1% 39.9% 24.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 3,156 3,761 1,978 674 

確認を受けない幼稚園 2,344    

特定地域型保育事業   19 5 

計 5,500 3,761 1,997 679 

不足分 0 0 ▲136 0 
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＜市全域＞               【平成２８年度】 

 

平成 28 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 8,297 5,246 2,515 

ニーズ量の見込み 4,311 561 3,011 2,140 620 

保育希望率 52.0% 43.1% 40.8% 24.7% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 3,146 3,761 1,978 674 

確認を受けない幼稚園 2,344    

特定地域型保育事業   19 5 

計 5,490 3,761 1,997 679 

不足分 0 0 ▲143 0 

 

 

 

＜市全域＞               【平成２９年度】 

 

平成 29 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 8,163 5,212 2,476 

ニーズ量の見込み 4,241 551 2,961 2,162 621 

保育希望率 52.0% 43.0% 41.5% 25.1% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 2,921 3,761 1,998 674 

確認を受けない幼稚園 2,344    

特定地域型保育事業   64 17 

計 5,265 3,761 2,062 691 

不足分 0 0 ▲100 0 
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＜市全域＞               【平成３０年度】 

 

平成 30 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 8,068 5,132 2,448 

ニーズ量の見込み 4,193 547 2,929 2,128 613 

保育希望率 52.0% 43.1% 41.5% 25.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 2,671 4,123 2,102 683 

確認を受けない幼稚園 2,259    

特定地域型保育事業   105 28 

計 4,930 4,123 2,207 711 

不足分 0 0 0 0 

 

 

 

＜市全域＞               【平成３１年度】 

 

平成 31 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 7,925 5,062 2,397 

ニーズ量の見込み 4,118 535 2,877 2,100 600 

保育希望率 52.0% 43.1% 41.5% 25.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 2,636 4,213 2,102 683 

確認を受けない幼稚園 2,344    

特定地域型保育事業   105 28 

計 4,895 4,213 2,207 711 

不足分 0 0 0 0 
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（５）提供区域別の量の見込みと確保方策について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

＜提供区域別＞              【平成２７年度】 

 

平成 27 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教
育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望が

強い 
左記以外 

中
央 

量の見込み 1,097 103 841 774 227 

保育希望率 51.7% 44.5% 56.1% 33.7% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 560 1,246 709 230 

確認を受けない幼稚園 823    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,383 1,246 709 230 

不足分 0 0 ▲65 0 

西
部
北 

量の見込み 1,256 126 769 485 127 

保育希望率 54.7% 39.0% 33.6% 18.7% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 990 978 489 163 

確認を受けない幼稚園 472    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,462 978 489 163 

不足分 0 0 0 0 

西
部
南 

量の見込み 1,723 303 1,027 669 207 

保育希望率 54.9% 42.3% 33.7% 22.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,211 1,026 526 206 

確認を受けない幼稚園 1,049    

特定地域型保育事業   19 5 

計 2,260 1,026 545 211 

不足分 0 ▲1 ▲124 0 

南
部 

量の見込み 215 34 293 163 45 

保育希望率 34.1% 51.9% 39.0% 22.1% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 245 319 176 60 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 245 319 176 60 

不足分 ▲4 0 0 0 

東
部 

量の見込み 75 4 117 42 8 

保育希望率 35.2% 56.8% 33.6% 13.8% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 150 192 78 15 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 150 192 78 15 

不足分 0 0 0 0 
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＜提供区域別＞              【平成２８年度】 

 

平成 28 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教
育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望が

強い 
左記以外 

中
央 

量の見込み 1,084 101 832 780 231 

保育希望率 51.7% 44.5% 57.6% 34.7% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 560 1,246 709 230 

確認を受けない幼稚園 823    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,383 1,246 709 230 

不足分 0 0 ▲71 ▲1 

西
部
北 

量の見込み 1,239 124 760 481 126 

保育希望率 54.7% 39.0% 34.1% 18.8% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 990 978 489 163 

確認を受けない幼稚園 472    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,462 978 489 163 

不足分 0 0 0 0 

西
部
南 

量の見込み 1,701 299 1,013 669 210 

保育希望率 54.8% 42.3% 34.4% 22.7% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,211 1,026 526 206 

確認を受けない幼稚園 1,049    

特定地域型保育事業   19 5 

計 2,260 1,026 545 211 

不足分 0 0 ▲124 0 

南
部 

量の見込み 212 33 289 168 45 

保育希望率 34.1% 51.8% 40.7% 22.3% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 245 319 176 60 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 245 319 176 60 

不足分 0 0 0 0 

東
部 

量の見込み 75 4 117 42 8 

保育希望率 35.4% 57.1% 34.3% 14.0% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 140 192 78 15 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 140 192 78 15 

不足分 0 0 0 0 
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＜提供区域別＞              【平成２９年度】 

 

平成 29 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教
育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望が

強い 
左記以外 

中
央 

量の見込み 1,065 100 818 788 233 

保育希望率 51.7% 44.6% 58.7% 35.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 560 1,246 709 230 

確認を受けない幼稚園 823    

特定地域型保育事業   15 4 

計 1,383 1,246 724 234 

不足分 0 0 ▲64 0 

西
部
北 

量の見込み 1,222 121 749 485 124 

保育希望率 54.7% 38.9% 34.5% 18.9% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 875 978 499 163 

確認を受けない幼稚園 472    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,347 978 499 163 

不足分 0 0 0 0 

西
部
南 

量の見込み 1,671 293 995 675 212 

保育希望率 54.8% 42.3% 34.9% 23.2% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,136 1,026 536 206 

確認を受けない幼稚園 1,049    

特定地域型保育事業   49 13 

計 2,185 1,026 585 219 

不足分 0 0 ▲90 0 

南
部 

量の見込み 209 33 285 172 44 

保育希望率 34.2% 52.0% 42.0% 22.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 245 319 176 60 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 245 319 176 60 

不足分 0 0 0 0 

東
部 

量の見込み 74 3 114 42 8 

保育希望率 35.4% 56.0% 34.8% 14.1% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 105 192 78 15 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 105 192 78 15 

不足分 0 0 0 0 
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＜提供区域別＞              【平成３０年度】 

 

平成 30 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教
育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望が

強い 
左記以外 

中
央 

量の見込み 1,053 99 808 777 230 

保育希望率 51.7% 44.6% 58.7% 35.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 415 1,348 753 239 

確認を受けない幼稚園 738    

特定地域型保育事業   30 8 

計 1,153 1,348 783 247 

不足分 0 0 0 0 

西
部
北 

量の見込み 1,205 121 739 477 123 

保育希望率 54.7% 39.0% 34.5% 18.9% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 855 1,058 499 163 

確認を受けない幼稚園 472    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,327 1,058 499 163 

不足分 0 0 0 0 

西
部
南 

量の見込み 1,655 291 987 664 209 

保育希望率 54.9% 42.4% 34.9% 23.2% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,051 1,206 596 206 

確認を受けない幼稚園 1,049    

特定地域型保育事業   75 20 

計 2,100 1,206 671 226 

不足分 0 0 0 0 

南
部 

量の見込み 207 32 281 169 44 

保育希望率 34.2% 51.7% 42.0% 22.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 245 319 176 60 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 245 319 176 60 

不足分 0 0 0 0 

東
部 

量の見込み 73 4 114 41 7 

保育希望率 35.3% 57.0% 34.8% 14.1% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 105 192 78 15 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 105 192 78 15 

不足分 0 0 0 0 
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＜提供区域別＞              【平成３１年度】 

 

平成 31 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上教
育希望 

３歳以上保育必要 
１・２歳 
保育必要 

０歳 
保育必要 教育希望が

強い 
左記以外 

中
央 

量の見込み 1,035 97 794 767 225 

保育希望率 51.8% 44.6% 58.7% 35.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 415 1,408 753 239 

確認を受けない幼稚園 738    

特定地域型保育事業   30 8 

計 1,153 1,408 783 247 

不足分 0 0 0 0 

西
部
北 

量の見込み 1,184 118 726 470 120 

保育希望率 54.7% 39.0% 34.5% 18.9% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 855 1,058 499 163 

確認を受けない幼稚園 472    

特定地域型保育事業   0 0 

計 1,327 1,058 499 163 

不足分 0 0 0 0 

西
部
南 

量の見込み 1,625 284 968 656 205 

保育希望率 54.9% 42.3% 34.9% 23.2% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,016 1,206 596 206 

確認を受けない幼稚園 1,049    

特定地域型保育事業   75 20 

計 2,065 1,206 671 226 

不足分 0 0 0 0 

南
部 

量の見込み 203 32 277 167 43 

保育希望率 34.1% 51.9% 42.0% 22.5% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 245 349 176 60 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 245 349 176 60 

不足分 0 0 0 0 

東
部 

量の見込み 71 4 112 40 7 

保育希望率 35.0% 57.1% 34.8% 14.1% 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 105 192 78 15 

確認を受けない幼稚園 0    

特定地域型保育事業   0 0 

計 105 192 78 15 

不足分 0 0 0 0 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

地域子ども・子育て支援事業についても、教育・保育と同様に、平成２５年度に実施

した「奈良市子育てに関するニーズ調査」の結果を活用することにより、５年間の量の

見込みとその確保方策を定めています。 

なお、（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業と（１３）多様な主体が本制度に

算入することを促進するための事業については、量の見込み等を策定する事業の対象外

のため、以降のページでは量の見込み等を記載していません。 

 

（１）利用者支援事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

利用者支援事業は、地域の子育て支援拠点等の子育て中の親子に身近な場所で

実施する形態と、市役所等の行政機関で実施する形態とで構成されており、まずは

市役所において開始することとし、地域子育て支援拠点での実施に向けた環境整備

を平成２７年度以降開始することを基本とします。なお、目標値を２箇所としてい

ますが、地域子育て支援拠点の受託団体の受け入れ体制等を勘案し、本計画の中間

年を目安として実施箇所数の見直しを検討するものとします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞                単位：箇所 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 1 1 2 2 2 

②確保方策 1 1 2 2 2 
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（２）時間外保育事業（延長保育事業） ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

教育・保育と同様に５つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

時間外保育事業（延長保育事業）については、民間保育所において引き続き取

り組んでいただくほか、市立保育所や現在設置を進めている認定こども園において

も実施することで、確保していくことを基本とします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞                単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 2,102 2,193 2,284 2,375 2,467 

②確保方策 2,102 2,193 2,284 2,375 2,467 

 

＜提供区域別＞               単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

中
央 

①量の見込み 553 577 601 625 648 

②確保方策 553 577 601 625 648 

西
部
北 

①量の見込み 488 509 530 551 573 

②確保方策 488 509 530 551 573 

西
部
南 

①量の見込み 868 906 943 981 1,020 

②確保方策 868 906 943 981 1,020 

南
部 

①量の見込み 155 162 169 175 182 

②確保方策 155 162 169 175 182 

東
部 

①量の見込み 38 39 41 43 44 

②確保方策 38 39 41 43 44 
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（３）放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等） ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

教育・保育と同様に５つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等）については、本市では既にほぼ

すべての小学校区に設置しているほか、小学校６年生までを対象としています。 

量の見込みに対する確保方策については、国の「放課後子ども総合プラン」に

基づき、小学校の余裕教室の活用等も視野に入れながら、バンビーホーム施設の老

朽度及び子どもの人数に対する施設の狭さによって優先順位をつけて、計画的に整

備を進めていくことを基本とします。 

また、事業実施にあたっては、放課後子ども教室との連携を図りながら進めて

いくこととします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞                単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①
量
の
見
込
み 

低学年 2,223 2,284 2,345 2,406 2,465 

高学年 716 735 755 775 794 

合計 2,939 3,019 3,100 3,181 3,259 

②確保方策 2,939 3,019 3,100 3,181 3,259 

 

＜提供区域別＞               単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

中
央 

①
量
の
見
込
み 

低学年 645 662 680 698 715 

高学年 198 203 209 214 220 

合計 843 865 889 912 935 

②確保方策 843 865 889 912 935 

西
部
北 

①
量
の
見
込
み 

低学年 578 594 610 626 641 

高学年 184 189 194 199 204 

合計 762 783 804 825 845 

②確保方策 762 783 804 825 845 
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 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

西
部
南 

①
量
の
見
込
み 

低学年 756 777 797 818 838 

高学年 238 245 251 258 264 

合計 994 1,022 1,048 1,076 1,102 

②確保方策 994 1,022 1,048 1,076 1,102 

西
部 

①
量
の
見
込
み 

低学年 129 132 136 140 143 

高学年 23 23 24 25 25 

合計 152 155 160 165 168 

②確保方策 152 155 160 165 168 

東
部 

①
量
の
見
込
み 

低学年 115 119 122 124 128 

高学年 73 75 77 79 81 

合計 188 194 199 203 209 

②確保方策 188 194 199 203 209 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ等） ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

子育て短期支援事業（ショートステイ等）については、現在市内には対象施設

はなく、今後も他市の指定施設により量の見込みに対応していくことを基本としま

す。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 300 300 300 300 300 

②確保方策 300 300 300 300 300 

 



 

65 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）については、面接率（平成

２５年度：９８．３％）を維持できるよう、継続して実施します。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞               単位：面接件数 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 2,554 2,515 2,476 2,448 2,397 

②確保方策 2,554 2,515 2,476 2,448 2,397 

 

 

（６）養育支援訪問事業  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

養育支援訪問事業については、今後も、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤

ちゃん訪問）の後に、養育に関する相談・助言が必要な家庭に対して、家庭訪問を

継続して実施します。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞               単位：家庭数 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 40 40 40 40 40 

②確保方策 40 40 40 40 40 
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（７）地域子育て支援拠点事業（子育て広場）  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

教育・保育と同様に５つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

地域子育て支援拠点事業（子育て広場）については、国が定める事業のほかに

本市では「子育てスポット」という事業も実施することにより、概ねすべての中学

校区で取り組んでいるところです。就学前の親子の居場所としては、この事業だけ

ではなく、認定こども園における子育て支援（未就園児保育等）も認定こども園の

設置と併せて進めていることから、トータルで考えたうえで内容を充実しつつ、利

用者への周知を徹底する等、稼働率の向上を図ることを基本とします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 138,255 150,910 163,715 176,422 189,171 

②確保方策 138,255 150,910 163,715 176,422 189,171 

 

＜提供区域別＞           単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

中
央 

①量の見込み 33,186 34,900 36,614 38,328 40,042 

②確保方策 33,186 34,900 36,614 38,328 40,042 

西
部
北 

①量の見込み 55,532 57,678 59,824 61,970 64,119 

②確保方策 55,532 57,678 59,824 61,970 64,119 

西
部
南 

①量の見込み 34,410 43,481 52,552 61,623 70,694 

②確保方策 34,410 43,481 52,552 61,623 70,694 

南
部 

①量の見込み 11,946 11,754 11,638 11,466 11,293 

②確保方策 11,946 11,754 11,638 11,466 11,293 

東
部 

①量の見込み 3,181 3,097 3,087 3,035 3,023 

②確保方策 3,181 3,097 3,087 3,035 3,023 
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（８）一時預かり事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

①幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

【提供区域】 

教育・保育と同様に５つの提供区域とします。 
 

【今後の方向性】 

幼稚園における在園児を対象とした一時預かり事業（預かり保育）については、

私立幼稚園全園のほか、市立認定こども園及び一部の市立幼稚園で引き続き実施し

ます。 
 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 60,311 59,578 58,616 57,934 56,907 

２号認定 18,555 18,330 18,034 17,824 17,508 

合計 78,866 77,908 76,650 75,758 74,415 

②確保方策 78,866 77,908 76,650 75,758 74,415 

 
＜提供区域別＞           単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

中
央 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 15,138 14,954 14,713 14,541 14,284 

２号認定 3,358 3,318 3,264 3,226 3,169 

合計 18,496 18,272 17,977 17,767 17,453 

②確保方策 18,496 18,272 17,977 17,767 17,453 

西
部
北 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 17,370 17,158 16,881 16,685 16,389 

２号認定 4,101 4,051 3,986 3,939 3,869 

合計 21,471 21,209 20,867 20,624 20,258 

②確保方策 21,471 21,209 20,867 20,624 20,258 

西
部
南 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 23,823 23,533 23,153 22,884 22,478 

２号認定 9,871 9,752 9,594 9,482 9,314 

合計 33,694 33,285 32,747 32,366 31,792 

②確保方策 33,694 33,285 32,747 32,366 31,792 
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 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

西
部 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 2,955 2,920 2,873 2,839 2,789 

２号認定 1,095 1,081 1,064 1,052 1,033 

合計 4,050 4,001 3,937 3,891 3,822 

②確保方策 4,050 4,001 3,937 3,891 3,822 

東
部 

①
量
の
見
込
み 

１号認定 1,025 1,013 996 985 967 

２号認定 130 128 126 125 123 

合計 1,155 1,141 1,122 1,110 1,090 

②確保方策 1,155 1,141 1,122 1,110 1,090 
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②保育所等における一時預かり 

【提供区域】 

教育・保育と同様に５つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

保育所等における一時預かりについては、認可保育所における一時預かりのほ

か、地域子育て支援拠点での一時預かりにより、確保を図っていくこととします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 11,430 13,032 14,634 16,236 17,836 

②確保方策 10,104 11,520 14,634 16,236 17,836 

 

＜提供区域別＞           単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

中
央 

①量の見込み 2,320 2,645 2,971 3,296 3,621 

②確保方策 2,320 2,645 2,971 3,296 3,621 

西
部
北 

①量の見込み 3,395 3,871 4,346 4,822 5,297 

②確保方策 3,395 3,871 4,346 4,822 5,297 

西
部
南 

①量の見込み 4,389 5,004 5,619 6,235 6,849 

②確保方策 4,389 5,004 5,619 6,235 6,849 

南
部 

①量の見込み 1,017 1,160 1,303 1,445 1,587 

②確保方策 0 0 1,303 1,445 1,587 

東
部 

①量の見込み 309 352 395 438 482 

②確保方策 0 0 395 438 482 
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（９）病児・病後児保育事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

【今後の方向性】 

病児・病後児保育事業については、稼働率を向上させ、既存の病児保育施設２

箇所及び病後児保育施設２箇所により確保することを基本としますが、スピード感

を持って対応するため、本計画の中間年を目安として、全体のバランスを見ながら

実施箇所数を検討することとします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 896 1,038 1,180 1,322 1,463 

②確保方策 896 1,038 1,180 1,322 1,463 

 

 

（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） ■  

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）については、

事業の周知と会員数の増加に引き続き取り組むことを基本とします。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞            単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 7,050 6,988 6,902 6,842 6,762 

②
確
保
方
策 

就学前 2,935 2,890 2,853 2,817 2,769 

就学後 4,115 4,098 4,049 4,025 3,993 

合計 7,050 6,988 6,902 6,842 6,762 
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（11）妊婦健康診査事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

【提供区域】 

市全域を１つの提供区域とします。 

 

【今後の方向性】 

妊婦健康診査事業については、母子の健康保持、異常の早期発見のために医療

機関等で健診を定期的に受診できるよう、今後も継続して実施します。 

 

【量の見込みと確保方策】 

＜市全域＞                単位：回 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 30,648 30,180 29,712 29,376 28,764 

②確保方策 30,648 30,180 29,712 29,376 28,764 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

【今後の方向性】 

この事業は、保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に

対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入

に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

平成２７年度からの新規事業となりますので、計画策定時には明記していませ

んが、今後国から具体的な要件等が示され次第、検討を行うこととします。 

 

 

（13）多様な主体が本制度に算入することを促進するための事業 ■ ■ ■ ■  

【今後の方向性】 

この事業は、特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査

研究や、その他の多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は

運営を促進するための事業です。 

平成２７年度からの新規事業となりますので、計画策定時には明記していませ

んが、今後国から具体的な要件等が示され次第、検討を行うこととします。 
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５ 教育・保育の一体的な提供と推進体制の確保 

（１）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割について ■ ■ ■ 

 

 

 

 

 

 

（２）認定こども園の普及に係る基本的な考え方について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

 

 

 

 

 

 

（３）認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携について ■ ■  
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第６章 事業計画の推進体制 

 

１ 計画内容の周知 

「子どもにやさしいまち」の実現に向けて、奈良市全体で子ども・子育て支援に取り

組むためには、市民や関係機関等も、子ども・子育て支援の重要性を共有した上で取り

組みを進める必要があります。 

そのため、本計画について、関係機関等への配布や設置、または概要版の配布やホー

ムページ等での情報提供のほか、子育てに関連するイベントや講座等を利用するなど、

より効果的な計画内容の広報・啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市民や関係機関等との連携 

「子どもにやさしいまち」の実現に当たっては、行政の取り組みだけではなく、例え

ば、子育て中の保護者や子どもからも意見を聴きながら計画を進めていく等、家庭や地

域をはじめ、子育てサークル、ボランティア、さらにＮＰＯ等の関係機関の協力が不可

欠です。そのため、これらの個人・関係機関等の活動と連携しながら、引き続き地域の

子育て支援を推進していきます。 
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３ 計画の進行管理 

本計画に基づく取り組みの実施に当たっては、年度ごとに点検・評価を行い、その結

果を踏まえたうえで取り組みの充実・見直しを検討する等、PDCAサイクルを確保し本

計画を計画的かつ円滑に推進することが重要です。 

本計画の進捗状況については、「奈良市子ども・子育て会議」へ報告することとなり

ます。この「奈良市子ども・子育て会議」は、子ども・子育て支援に関する学識経験者

や関係機関の代表だけではなく、市民からの公募や教育・保育施設を利用する保護者の

ほか、企業の代表等で組織されており、本市の子ども・子育て支援に関する取り組みに

対して、様々な視点から点検・評価が実施されます。また、その取り組みをホームペー

ジ等を通じて公開することにより、市民や関係機関等への周知に努めます。 

なお、本計画における取り組みや量の見込み等は、社会情勢や国の今後の施策の展開

状況のほか、本市における教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の動向を総合

的に勘案したうえで、計画の中間年を目安として見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（計画の策定） 

奈良市子ども・子育て会議にお

ける審議を踏まえた計画の策定 

ＰＬＡＮ 

 

（計画の実行） 

施策の実施、教育・保育の確保 

 

（点検・評価） 

奈良市子ども・子育て会議に 

おける実施状況の点検・評価 

 

（施策の継続・計画の見直し） 

・予算編成を通じた施策の検討 

・計画中間年を目安に量の見込

み等を見直し 

ＡＣＴＩＯＮ 

ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 
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資料１ 事業計画の策定体制と経過 

 

１ 奈良市子ども・子育て会議の経過と概要 

本計画の策定に当たっては、学識経験者や教育・保育施設の運営者、子育て支援事業

の関係者のほか、市民等で構成する「奈良市子ども・子育て会議」において審議を行い、

本計画の方向性や施策体系、量の見込み等について、ご意見をいただきました。 

また、本計画の施策体系や量の見込み等について、より具体的な審議を行うため、「奈

良市子ども・子育て会議」の下部組織として「奈良市子ども・子育て会議事業計画策定

部会」を設置し、検討を進めました。 

 

（１）奈良市子ども・子育て会議 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

 

回 開催日 概要 

第１回 平成 25 年５月 30 日 

・事業計画策定部会の設置について 

・子ども・子育て支援新制度について 

・奈良市の現状等について 

第２回 平成 25 年８月 30 日 
・子ども・子育て支援新制度と奈良市の取組状況について 

・部会の審議報告と奈良市版ニーズ調査票について 

第３回 平成 25年 12月 19日 

・子ども・子育て支援新制度と奈良市の取組状況について 

・部会の審議報告について 

・ニーズ調査中間報告について 

第４回 平成 26 年２月 26 日 
・部会の審議報告について 

・ニーズ調査結果報告書（案）について 

第５回 平成 26 年５月 28 日 ・部会の審議報告について 

第６回 平成 26 年７月 14 日 ・部会の審議報告について 

第７回 平成 26 年 11 月６日 
・部会の審議報告について 

・子ども・子育て支援事業計画素案の中間まとめ（案）について 

第８回 平成 27 年１月 26 日 ・意見募集結果の概要について 

第９回   
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（２）奈良市子ども・子育て会議事業計画策定部会 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

 

回 開催日 概要 

第１回 平成 25 年８月９日 ・ニーズ調査項目の設計等について 

第２回 平成 25 年 10 月４日 

・ニーズ調査実施の報告について 

・子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）について 

・子ども・子育て支援事業計画の構成の検討について 

第３回 平成 26 年１月 31 日 ・子ども・子育て支援事業計画の構成の検討について 

第４回 平成 26 年４月 24 日 
・教育・保育の提供区域の設定について 

・量の見込みの算出について 

第５回 平成 26 年６月 26 日 
・量の見込みの算出について 

・子ども・子育て支援事業計画素案の検討について 

第６回 平成 26 年８月８日 
・教育・保育の量の見込みと確保方策について 

・地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策について 

第７回 平成 26 年 10 月２日 ・子ども・子育て支援事業計画素案の検討について 

第８回 平成 26年 10月 22日 ・子ども・子育て支援事業計画素案の中間まとめ（案）について 

第９回 平成 27 年２月５日 
・意見募集結果に対する本市の考え方（案）について 

・子ども・子育て支援事業計画素案（概要版）について 

第 10回 平成 27 年３月２日 ・子ども・子育て支援事業計画素案のまとめ（案）について 
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２ 奈良市子ども・子育て会議委員名簿 

（１）奈良市子ども・子育て会議 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

（敬称略、カナ順） 

 氏名 所属・役職名等 備考 

1 大方 美香 大阪総合保育大学児童保育学部 教授 会長 

2 岡田 和大 奈良市ＰＴＡ連合会 会長  

3 岡本 聡子 ＮＰＯ法人ふらっとスペース金剛 代表理事  

4 亀本 和也 奈良市保育園保護者会連絡協議会 副会長  

5 北岡 光代 公募委員  

6 栗本 恭子 公募委員  

7 杉山 時期子 奈良県私立幼稚園ＰＴＡ連合会  

8 竹村 健 奈良市自治連合会  

9 西山 明彦 奈良市私立幼稚園協会 会長  

10 浜田 進士 ＮＰＯ法人子どもの権利条約総合研究所関西事務所 所長 副会長 

11 藤本 宣史 奈良市保育会 会長  

12 掘越 紀香 奈良教育大学教育学部 准教授  

13 横尾 典男 株式会社平井眞美館 総務課長  

14 和田 憲明 ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン関西 代表理事  

平成 26 年 7月 14 日 現在 

 



 

 

79 

 

 

 

（２）奈良市子ども・子育て会議事業計画策定部会 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

（敬称略） 

 氏名 所属・役職名等 備考 

1 大方 美香 大阪総合保育大学児童保育学部 教授 部会長 

2 岡本 聡子 ＮＰＯ法人ふらっとスペース金剛 代表理事  

3 北岡 光代 公募委員  

4 栗本 恭子 公募委員  

5 浜田 進士 ＮＰＯ法人子どもの権利条約総合研究所関西事務所 所長 職務代理 

6 掘越 紀香 奈良教育大学教育学部 准教授  

7 中川 昌美 奈良市子ども未来部 子ども政策課長  

8 岡﨑 利彦 奈良市子ども未来部 こども園推進課長  

9 竹内 義朋 奈良市子ども未来部 保育所・幼稚園課長  

10 川尻 ひとみ 奈良市子ども未来部 子ども育成課長  

11 野儀 あけみ 奈良市子ども未来部 子育て相談課長  

12 嵯峨 伊佐子 奈良市保健所 健康増進課長  

13 石原 伸浩 奈良市教育委員会事務局 教育政策課長  

14 松田 義秀 奈良市教育委員会学校教育部 地域教育課長  

平成 26 年 4月 24 日 現在 
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３ ニーズ調査・パブリックコメントの実施 

（１）奈良市子育てに関するニーズ調査の実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

本計画の策定や本市の子ども・子育て支援施策に関する基礎資料を得るため、「奈良

市子育てに関するニーズ調査」を実施し、子育て支援に関するサービスの利用状況や今

後の利用希望等の把握を行いました。 

 

 

① 調査対象 

市内の就学前児童（０～５歳）の保護者から 3,000人、小学生（１～６年生）の保

護者から 2,000人、合計 5,000人を無作為に抽出しました。 

 

② 調査期間・方法 

平成25年９月27日から平成25年10月17日までを期間とし、郵送による配布、

回収を行いました。 

 

③ 回収状況 
 

区 分 配布数 有効回答数 有効回答率 

０ ～ ２ 歳 児 1,500 通 908 通 60.5％ 

３ ～ ５ 歳 児 1,500 通 815 通 54.3％ 

小 学 生 2,000 通 1,151 通 57.6％ 

 

 

（２）パブリックコメントの実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

計画素案を市のホームページに公表したほか、市役所、各出張所・行政センターでの

配布、関係機関への周知を行い、素案に対するご意見を募集しました。 

 

① 募集期間 

平成２６年１２月１日から平成２６年１２月２６日まで 

② 募集結果 

市民等のみなさんから１５通、２８件のご意見をいただきました。 

（ＦＡＸ：１１通、メール：１通、ホームページ：２通、持参：１通） 
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（３）フォーラムの開催 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

平成２７年４月から「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」が施行することから、

本市ではこの条例の理念を持ちつつ、子ども・子育て支援新制度を本格施行させる等に

より、本市が子どもと子育てにやさしいまちづくりを進めていくことを広く周知するこ

とを目的として、「奈良市子どもと子育てにやさしいまちづくりフォーラム」を開催し

ました。 

 

１ 日 時 平成２７年３月１日（日）午後１時から午後４時 

２ 会 場 奈良県文化会館 

３ 参加者 ○○名 

４ 内 容 ①講演 「サザエさん一家にみる子どもと子育てにやさしいまち」 

        講師  増岡 弘 氏（俳優／声優「サザエさん」のマスオ約他） 

      ②パネルディスカッション 「こんなまちで結婚し子育てをしたい」 

      ③子ども・子育て支援新制度の紹介、子どもと子育てに関するＮＰＯ 

活動紹介等 
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資料２ 奈良市の子ども・子育てを取り巻く状況 

 

１ 子ども・子育てに関する統計資料等 

（１）少子化の進行 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 人口・年齢３区分別の人口 
 

  
 

本市の人口は、平成 2２年の 368,097 人以降徐々に減少しており、平成26年に

は 364,326人となっています。 

人口を、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳

以上）の年齢３区分でみると、年少人口は減少傾向が続いており、平成 26年には

44,584人となっています。一方、老年人口は増加傾向にあり、平成 26年には

97,285人となっています。人口推計でも、年少人口の減少、老年人口の増加は続く

と予想されています。 

年齢３区分別の割合をみても、年少人口は平成 22年では全体に対し 12.8％でし

たが、平成 26 年には 12.2％に減少しています。それに対し、老年人口は平成 22

年では総人口の 23.1％であったのが、平成 26年には 26.7％となっており、本市

においても少子高齢化が進行していることがうかがえます。 
 

【 年齢３区分別の人口の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  
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83 

 

 

 

 

 

 

【 年齢３区分別人口構成の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）    

 

 

② 子どもの人口 

年齢別就学前児童数も減少傾向が続いており、平成 26年では 16,428人と、平

成 22年からの 4年間で約 600人減少していることからも、少子化の進行がうかが

えます。 
 

【 年齢別就学前児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日）   
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③ 社会動態 

本市の社会動態をみると、平成 20年以降、社会減（転出数が転入数を上回る状態）

が続いており、平成 24年では 800人以上の減少がみられます。 
 

【 社会動態の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課、奈良市保健所保健総務課 

 

（２）出生の動向 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 出生数 

本市の出生数は、平成 20年に減少し、その後増加したものの、平成 23年に再度

減少しています。同様に、出生率も増減を繰り返しています。奈良県の出生率と比較

すると、平成 22 年を除き、県よりも低くなっています。 
 

【 出生数及び出生率（人口千対）の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：奈良市保健所事業概況 
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② 合計特殊出生率※ 

本市の合計特殊出生率は、増減を繰り返し、平成20年から平成 22年にかけて上

昇し、平成 23 年に減少した後、平成 24 年に若干増加し、1.23となっています。 

また、奈良県及び全国と比較すると、本市の合計特殊出生率は奈良県・全国平均を下

回って推移しており、平成22年以降は県・国との差も大きくなる傾向がみられます。 

【 合計特殊出生率の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

資料：奈良市保健所事業概況   
 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、１人の女子が仮にその年次の年齢別

出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当するもので、その数値を生涯の子どもの数

としてイメージすることができる。 

（３）世帯の動向 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 一般世帯数・一世帯数あたりの人数 

本市の一般世帯数は、人口の減少傾向に反して増加しており、平成 22年には

147,247世帯と、平成２年から 33,148世帯増加しています。それに伴い、一世帯

あたりの人数は減少傾向が続いており、平成 22年には 2.4 人となっています。 

【 一般世帯数・一世帯あたり人数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 
資料：国勢調査 
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② 核家族世帯の動向 
 

  
 

平成２年から平成 22年の 20年間で、一般世帯数は約 1.3 倍に増加しています。

また、核家族世帯数も 20年間で約 1.2倍となっています。もっとも、核家族世帯が

一般世帯に占める割合は減少傾向がみられます。 
 

【 核家族世帯数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

 

  
 

核家族世帯の内訳をみると、平成２年以降、子どものいる世帯（夫婦のみの世帯を

除く核家族世帯）の割合は減少しており、平成２年からの 20年で 12.5ポイント減

少しています。もっとも、母親と子どもからなる世帯では増加傾向がみられます。 
 

【 核家族世帯の内訳 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：国勢調査  
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（４）働く女性の状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 年齢別女性の労働力 
 

  
 

本市の女性の年齢別労働力率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カー

ブを描いています。しかし、25歳以降の労働力率は年々上昇し、Ｍ字カーブの落ち

込みは緩やかになっています。 

未婚・既婚別でみると、20代から 30 代においては、未婚に比べ既婚の労働力率

が低くなっており、特に 25～39歳で約 40ポイントの差がみられます。 
 

【 女性の年齢別労働力率 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 
資料：国勢調査      

 
 

【 女性の未婚・既婚別労働力率（平成 22 年） 】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査      
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子どものいる共働き世帯数をみると、大きな変動はなく、約 22,000世帯で推移

しています。しかし、子どものいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合は増加して

おり、平成 12 年から平成 22年の 10 年間で 4.4 ポイント増加しています。 

 

【 共働き世帯の状況 】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
資料：国勢調査 
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（５）保育サービスの状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 保育所の状況 
 

  
 

就学前児童数は、年々減少しています。しかし、保育所利用者数は年々増加してお

り、利用割合も上昇傾向が続いています。 
 

【 就学前児童数と保育所利用者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年度４月１日） 

保育所利用者数 : 庁内資料 （各年度４月１日） 

 
 

  
 

保育所利用者の年齢別構成割合をみると、０～２歳児の割合がゆるやかに増加して

います。 
 

【 保育所利用者の年齢別構成割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料： 庁内資料（各年度４月１日） 
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イ 保育所利用者の年齢別構成割合 
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本市の年齢別待機児童数の推移をみると、４月１日時点での待機児童数は、増減を

繰り返しています。また、３月１日時点での待機児童数は、０歳児で特に多く 100

人前後で推移しています。 
 

【 待機児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※国基準による算定       

資料：庁内資料（各年度４月１日または３月１日） 

 

 

② 特別保育事業の実施状況 
 

  
 

本市の延長保育事業の利用状況をみると、実施園数が増加するとともに、利用人数

も増加傾向にあります。 

 

【 延長保育事業の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 16 園 19 園 22 園 22 園 23 園 

延べ利用人数 71,115 人 75,935 人 80,831 人 91,410 人 88,017 人 

資料：庁内資料 
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本市の一時預かり事業の利用状況をみると、実施園（全て認可保育所）数が増加す

るとともに、利用人数も増加傾向にあります。 
 

【 一時預かり事業の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 7 園 7 園 8 園 8 園 9 園 

延べ利用人数 7,934 人 8,821 人 8,855 人 9,610 人 9,285 人 

資料：庁内資料 

 

 
 

  
 

本市の休日保育事業の利用状況をみると、実施園数は５年間変わっていませんが、

延べ利用人数は増加傾向にあります。 
 

【 休日保育事業の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 2 園 2 園 2 園 2 園 2 園 

延べ利用人数 386 人 468 人 390 人 495 人 501 人 

資料：庁内資料 

 

イ 一時預かり事業 
 

ウ 休日保育事業 
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本市の病児保育事業の利用状況をみると、平成 24年度から平成 25年度で、実施

箇所数が２園に増加するとともに、病児保育の利用者数については急増しています。

平成 25年度では、前年の倍以上の 573 人となっています。 
 

【 病児保育事業の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 － － － 1 園 2 園 

延べ利用人数 － － － 231 人 573 人 

資料：庁内資料 

 

 

 
 

  
 

本市の病後児保育事業の利用状況をみると、平成25年度から実施園数が２園に増

えていますが、利用人数の急増は見られません。延べ利用人数は平成 23年度の 270

人から、減少傾向にあります。 
 

【 病後児保育事業の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 1 園 1 園 1 園 1 園 2 園 

延べ利用人数 268 人 222 人 270 人 195 人 181 人 

資料：庁内資料 

 

エ 病児保育事業 
 

オ 病後児保育事業 
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（６）幼稚園の状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① ３～５歳児数と幼稚園利用者数 

３～５歳児数は平成 23年度以降ゆるやかに減少しています。それに伴い、幼稚園

利用者数もゆるやかに減少しています。また、３～５歳児に占める幼稚園の利用割合

も、平成 22年度以降徐々に減少しています。 
 

【 ３～５歳児数と幼稚園利用者数 】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年度４月１日） 

幼稚園利用者数 : 奈良県学校基本数一覧 （各年度５月１日） 

 

 

② 幼稚園利用者の年齢別構成割合 

幼稚園利用者の年齢別構成割合をみると、３歳児の割合が増加しています。 
 

【 幼稚園利用者の年齢別構成割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：奈良県学校基本数一覧（各年度５月１日） 

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

30.0

40.0

50.0

60.0

３～５歳児童数 幼稚園利用者数 在籍割合

17.2 17.4 18.6 18.7 19.9

40.2 41.5 39.1 41.2 37.6

42.6 41.2 42.2 40.1 42.5

0

20

40

60

80

100

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(％)

8,851 8,617 8,676 8,552 8,558

4,470 4,489 4,430 4,345 4,322

50.5
52.1

51.1 50.8 50.5

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(人)

30.0

40.0

50.0

60.0

（％）

020406080
100

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

３歳 ４歳 ５歳



 

 

94 

 

（７）バンビーホーム（放課後児童クラブ）の状況 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

本市では、バンビーホーム（放課後児童クラブ）を合計 46か所で開設しています。

登録児童数は平成 22年度から 24年度には減少傾向にあったものの、その後増加に

転じ、平成 26 年度には 2,800人を超えています。特に、１年生の登録児童数の増

加が目立っています。 

 

【 バンビーホーム（放課後児童クラブ）登録児童数の推移 】 

 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

箇所数 42 か所 42 か所 42 か所 44 か所 46 か所 

登
録
人
数 

1 年生 744 人 754 人 735 人 799 人 837 人 

2 年生 699 人 700 人 699 人 669 人 748 人 

3 年生 583 人 571 人 538 人 564 人 577 人 

4 年生 413 人 370 人 368 人 380 人 369 人 

5 年生 220 人 227 人 201 人 202 人 209 人 

6 年生 109 人 117 人 126 人 122 人 119 人 

合計 2,768 人 2,739 人 2,667 人 2,736 人 2,859 人 

資料：庁内資料（各年度５月１日）  
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２ 奈良市子育てに関するニーズ調査の結果（抜粋） 

・回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。なお、

小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合が

あります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかとい

う見方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単

純集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、

複数項目の組み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表

やグラフを作成することにより、その相互の関係を明らかにするための集計方法です。 

 

 

 

 

 

（１）お子さんとご家族の状況について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 子どもをみてもらえる親族・知人 

・０～２歳児の保護者、３～５

歳児の保護者ともに、「緊急

時もしくは用事の際には祖

父母等の親族にみてもらえ

る」の割合が高く、６割を超

えています。 

・一方、みてもらえる親族・知

人の「いずれもいない」人が

約１割となっています。 

 

 

【就学前児童調査】 

 
％

日常的に祖父母等の親族にみて
もらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人
がいる

いずれもいない

無回答
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０～２歳（N = 330）

３～５歳（N = 751）
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② 保護者の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・父親については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに９割以上が“フ

ルタイム”と回答しています。 

 

・母親については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに約５割の人が“就

労していない”と回答しています。また、０～２歳児の保護者では、休業中の人も

あわせると約３割の人が、３～５歳児の保護者でも２割を超える人が“フルタイム”

と回答しています。 

 

 

【就学前児童調査（父親）】 
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0
0.2
0.4
0.6
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０～２歳（N = 869）

３～５歳（N = 764）

％

フルタイムで就労してお
り、産休・育休・介護休
業中ではない

フルタイムで就労してい
るが、産休・育休・介護
休業中である

パート・アルバイト等で
就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で
就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

以前は就労していたが、
現在は就労していない

これまで就労したことが
ない

無回答

94.4

0.2

1.3

0.1

1.5

0.3

2.2

95.9

0.1

0.7

0.0

1.7

0.0
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フルタイムで就労してお
り、産休・育休・介護休
業中ではない

フルタイムで就労してい
るが、産休・育休・介護
休業中である

パート・アルバイト等で
就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で
就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

以前は就労していたが、
現在は就労していない

これまで就労したことが
ない

無回答
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2.0
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【就学前児童調査（母親）】 
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
 

① 平日利用している教育・保育事業 
 

・幼稚園や保育所などの「定期

的な教育・保育の事業」を利

用している割合は、０～２歳

児では 36.4％、３～５歳児

では92.1％となっています。 

・利用している教育・保育事業

の内訳は、０～２歳児では、

「認可保育園」が 75.2％と

最も高くなっています。３～

５歳児では、「幼稚園」が

50.7％、「認可保育園」が

38.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

※０～２歳児調査では「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」の 

選択肢はありません。 

 

 

％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施
設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

その他

無回答

75.2

4.2

1.2

3.9

3.6

6.1

0.9

6.7

2.4

50.7

9.9

38.5

5.3

0.1

0.5

1.1

1.7

0.1

1.5

1.3

－

－
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0.0

0.0

【就学前児童調査】 
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② 平日利用したい教育・保育事業 

・現在、利用している、利用し

ていないにかかわらず、定期

的に利用したい平日の教

育・保育の事業については、

０～２歳児では「認可保育

園」「幼稚園」の割合が高く、

５割を超えています。３～５

歳児では、「幼稚園」の割合

が51.4％と最も高くなって

います。 

・０～２歳児、３～５歳児とも

に「幼稚園の預かり保育」の

割合が３割を超えています。 

・０～２歳児では、３～５歳児

よりも「認定こども園」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

・０～２歳児の保護者では、「地

域子育て支援センター」を利

用している人が約３割、「つ

どいの広場」「子育てスポッ

ト」を利用している人が約２

割となっています。 

・一方、３～５歳児の保護者で

は「利用していない」の割合

が８割を超えています。 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 
％

地域子育て支援センター

つどいの広場

子育てスポット

利用していない

無回答

30.8

22.5

17.8

52.6
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幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施
設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

その他

無回答

51.4

32.6

53.1

43.4

12.4

3.6

8.3

6.9

1.8

3.0

7.6

2.1

3.4
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② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

・０～２歳児の保護者では「利

用していないが、今後利用し

たい」と「すでに利用してい

るが、今後利用日数を増やし

たい」をあわせた割合が５割

を超えています。 

・一方、３～５歳児の保護者で

は、「新たに利用したり、利

用日数を増やしたいとは思

わない」の割合が高く、約７

割にのぼっています。 
 

（４）一時預かり等の短時間サービスについて ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 病気やケガで通常の事業が利用できなかったこと、その主な対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平日に教育・保育事業を定期

的に利用している人のうち、

１年間に、子どもの病気やケ

ガで事業が利用できなかっ

たことが「あった」人が、０

～２歳児の保護者では約８

割、３～５歳児の保護者では

約７割となっています。 

・対処方法については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに「母親が休ん

だ」の割合が最も高くなっています。 
 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

0 20 40 60 80 100

0
0.5
1
1.5

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）

％

あった

なかった

無回答

79.7

12.4

7.9

69.1

24.9

6.0

0 20 40 60 80 1000 20 40 60 80 100

0
0.5
1
1.5

０～２歳（N = 330）

３～５歳（N = 751）

％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・
知人に子どもをみても
らった

父親又は母親のうち就労
していない方が子どもを
みた

病児・病後児の保育を利
用した

ベビーシッターを利用し
た

ファミリー・サポート・
センターを利用した

仕方なく子どもだけで留
守番をさせた

その他

無回答

31.6

81.7

52.9

10.3

4.6

0.8

0.8

0.8

3.0

3.4

18.5

52.2

32.9

37.0

2.9

0.2

0.2

0.4

3.3

3.1

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 263）

３～５歳（N = 519）

％

利用していないが、今後利
用したい

すでに利用しているが、今
後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日
数を増やしたいとは思わな
い

無回答

29.8

25.6

40.3

4.3

22.9

4.2

66.3

6.6

0 20 40 60 80
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② 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用 

・日中の定期的な保育や病気の

ため以外に、私用、親の通院、

不定期の就労等の目的で不

定期に利用している事業は

あるかについては、０～２歳

児の保護者、３～５歳児の保

護者ともに「利用していな

い」の割合が最も高く、特に

０～２歳児の保護者では９

割となっています。 

 

 

 

 

（５）小学校入学後の放課後の過ごさせ方について ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

① 就学前児童の保護者の小学校入学後の希望 

・子どもの小学校入学後、子ど

もに放課後の時間をどのよ

うな場所で過ごさせたいか

について、小学校低学年（１

～３年生）では、「自宅」「習

い事」の割合が最も高く、次

いで「バンビーホーム（放課

後児童クラブ）」となってい

ます。 

・高学年（４～６年生）では、

「習い事」の割合が高くなり、

約７割となっています。また、

「バンビーホーム（放課後児

童クラブ）」の割合が、低学

年に比べ低くなっています。 

 

 

N = 269 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

バンビーホーム（放課後児童ク
ラブ）

ファミリー・サポート・セン
ター

その他（公民館、公園など）

無回答

59.5

23.8

59.5

3.7

21.6

43.9

1.1

13.4

8.6

65.8

23.0

70.3

2.2

17.1

32.7

0.4

16.7

10.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査（５歳児の保護者のみ）】 

 

％

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

夜間養護等事業：トワイラ
イトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

7.4

1.0

0.4

0.6

0.9

90.0

1.3

8.3

18.5

0.9

0.5

0.7

0.6

72.5

1.3

－

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

低学年(1～3年生)（N = 269）

高学年(4～6年生)（N = 269）
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② 小学生の保護者の希望 

・子どもに、放課後の時間をど

のような場所で過ごさせた

いかについて、低学年のうち

は「自宅」の割合が最も高く、

次いで「習い事」となってい

ます。 

・高学年になってからは、「習

い事」の割合が高くなり、約

８割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について ■ ■ ■ 

① 育児休業の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・父親では、０～２歳児の父親、３～５歳児の父親ともに「取得していない」の割合

が約９割となっています。 

・母親では、「取得した（取得中である）」人の割合が、０～２歳児の母親では 34.1％、

３～５歳児の母親では 26.0％となっています。 

 

N = 1,151 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

バンビーホーム（放課後児童ク
ラブ）

ファミリー・サポート・セン
ター

その他（公民館、公園など）

無回答

72.3

28.6

67.4

3.6

23.9

28.3

1.0

23.9

1.6

73.8

26.9

78.6

3.3

18.4

20.4

1.1

23.5

2.0

0 20 40 60 80 100

【小学生調査】 

 

【就学前児童調査（父親）】 

 

【就学前児童調査（母親）】 

 

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

低学年(1～3年生)（N = 1,151）

高学年(4～6年生)（N = 1,151）

％

働いていなかった

取得した
（取得中である）

取得していない

無回答

2.2

2.1

91.6

4.1

0.8

3.3

90.2

5.8

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 869）

３～５歳（N = 764）

％

働いていなかった

取得した
（取得中である）

取得していない

無回答

49.2

34.1

16.1

0.6

58.2

26.0

13.9

1.8

0 20 40 60

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 906）

３～５歳（N = 811）



 

 

102 

 

 

② 職場に復帰したときの子どもの年齢 

・０～２歳児の母親、３～５歳

児の母親ともに、「１か月～

６か月」と「７か月～12か

月」をあわせた“12か月ま

でに復帰した人”の割合が高

く、特に０～２歳児の保護者

で６割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

％

１か月～６か月

７か月～12か月

１歳１か月～１歳６か月

１歳７か月～２歳

２歳１か月以上

無回答

13.7

51.1

25.8

6.3

2.6

0.5

10.6

45.3

26.5

7.6

10.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60

【就学前児童調査（母親）】 

 

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 190）

３～５歳（N = 170）
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資料３ 事業計画に関する条例等 

 

１ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

（平成２６年１２月２５日条例第５１号）  

 

奈良市は、悠久の歴史の中で、美しい自然や古くから受け継がれる多くの文化を守り

伝えてきたまちです。 

私たちは、このまちがそうした美しい自然や文化を大切にするとともに、奈良市の未

来をひらく子どもたちが、今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をもって成長

していけるような、子どもにやさしいまちであってほしいと願っています。 

そうした子どもにやさしいまちは、子どもだけにやさしいまちではなく、奈良市に住

み、訪れる全ての人にとってやさしいまちへとつながっていきます。 

子どもは、生まれながらにして、成長していく力とともに、周囲に対して自ら働きか

けようとする力を持っています。そして、子どもには、人と人とをつなぐ力や、まちを

明るくする力があります。そうした力を発揮するには、子どもが安心して暮らせる環境

が大切です。奈良市は、この条例を作る上で、子どもの声を聴くための様々な取組を行

いました。その中で、「気持ちや意見を聴いてほしい」、「意見を言う場がほしい」、「大

人と一緒に奈良をよくしたい」といった多くの声がありました。私たちはそのような子

どもの意見表明や参加がまちづくりにとって大切なものであるとともに、子どもが地域

への愛着を育み、将来のこのまちを担う大人へと成長していく上でも必要なことだと考

えます。 

私たちは、日本国憲法と児童の権利に関する条約の理念に基づき、一人一人の子ども

にとって何が最善かを常に考え、子どもが一人の市民として尊重され、大人と子どもが

パートナーとして、子どもにやさしいまちづくりを進めていくことを目指して、ここに、

この条例を定めます。 

 



 

 

104 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、奈良市が子どもにやさしいまちづくりを進める上で、その基本とな

る理念及び具体化の方向について定めることにより、奈良市の子どもたちが今を幸せに

生きることができ、将来に夢と希望をもって成長していけるようにし、及び子ども参加

によって大人とともにまちづくりを進めることを目的とする。 
 

（基本理念） 

第２条 子どもにやさしいまちづくりを実現するための基本理念は、次のとおりとする。 

(１) 日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもが権利の主体とし

て尊重されることを全ての取組の基礎とすること。 

(２) 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもの

成長及び発達に応じ、その思いや意見に耳を傾け、子どもの最善の利益を第一に考慮す

ること。 

(３) 子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子どもだけでなく、奈良市に住み、

又は訪れる全ての人にとってやさしいまちづくりにつながるという理念を取組の基礎

とすること。 
 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 子どもにやさしいまち 子どもの権利を尊重し、子どもが自立するための知識と経

験を得られるよう子どもへの支援及び子育て支援に社会全体で取り組み、一人一人の子

どもが安心して豊かに暮らすことのできるまちをいう。 

(２) 子ども １８歳未満の者その他これらの者と等しく権利を認めることが適当である

と認められる者をいう。 

(３) 保護者 親及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の４に規定する里

親その他親に代わり子どもを養育する者をいう。 

(４) 地域住民 市内に居住する者若しくは勤務場所を有する者（第２号に規定する子ど

もを除く。）又は市内に事務所を有する法人その他の団体をいう。 

(５) 子どもが育ち・学ぶ施設 市内の児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設、

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条

第６項に規定する認定こども園及び社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に規定す

る社会教育に関する施設その他これらに類する施設のうち、子どもが育ち、学ぶために

入所し、通所し、又は通学する施設その他これらに類する施設をいう。 



 

 

105 

 

(６) 事業者 市内で事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

 

第２章 子どもの大切な権利 

（子どもにとって大切な権利の保障と他者の権利の尊重） 

第４条 子どもは、この条例の基本理念にのっとり、子どもにとって大切な権利の保障を

求めることができる。 

２ 子どもは、自分にとって大切な権利の保障を求めることができることと同様に他者の

権利を尊重するよう努めるものとする。 

 

第３章 大人等の役割 

（共通の役割） 

第５条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ども

にやさしいまちづくりを進める上で、連携し、及び協働するよう努めるものとする。 
 

（市の役割） 

第６条 市は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 子どもを社会全体で健やかに育むため、国、他の地方公共団体及び関係機関と連携

し、子どもに関する施策を行うこと。 

(２) 子どもに関する施策を実施するため、必要な財政上の措置その他の措置を講じるこ

と。 

(３) 保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれの役割

を果たすことができるよう、必要な支援を行うこと。 
 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は、家庭が子どもの成長に大きな役割を果たすことから、子どもの育成に

対し第一義的な責任を有するものであって、子どもが健やかに育つよう努めるものとす

る。この場合において、保護者は、適宜、市に相談その他の支援を求めることができる

ものとする。 
 

（地域住民の役割） 

第８条 地域住民は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うよう努

めるものとする。 

(１) 子どもの豊かな人間性が地域の人、自然、社会、歴史及び文化との関わりの中で育

まれることを認識し、子どもの健やかな育ちを支援すること。 

(２) 虐待等あらゆる暴力及び犯罪並びに事故から子どもを守るため、安全で安心な地域

をつくること。 
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(３) 地域における取組の中において、子どもが多様な世代や子ども同士の交流及び様 

々な体験をすることができる機会を提供すること。 
 

（子どもが育ち・学ぶ施設の関係者の役割） 

第９条 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、

子どもの育成における重要な役割を担っていることを認識し、次の役割を担うよう努め

るものとする。 

(１) 子どもが、心身ともに健やかに成長し、生きる力を身に付けること並びに能力及び

可能性を最大限に伸ばすことができるように支援すること。 

(２) 子どもが育ち・学ぶ施設が、子どもにとって、安全にかつ安心して育ち、又は学ぶ

ことのできる場となるよう、保護者、地域住民等と連携協力して環境をつくること。 

(３) 虐待、いじめ、体罰等については、関係機関と連携協力し、未然防止、早期発見及

び解決に向けた取組を行うこと。 
 

（事業者の役割） 

第１０条 事業者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うよう努

めるものとする。 

(１) 子どもが健やかに育つ家庭環境づくりについて重要な役割を担っていることから、

雇用する労働者が仕事と子育てを両立できるよう必要な職場環境の整備をすること。 

(２) 地域社会の一員として、子どもが育ち・学ぶ施設、地域、市等が行う子どもを健や

かに育むための取組に協力すること。 

 

第４章 子どもにやさしいまちづくりの推進 

（子どもの意見表明及び参加の促進） 

第１１条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもの意見

表明や参加を促進するために、子どもの主体的な活動を奨励し、支援を行うよう努める

ものとする。 

２ 市は、子どもに関する施策について、適切な情報を提供し、子どもが意見表明や参加

する機会を設けるよう努めるものとする。 

３ 地域住民は、地域の活動及び行事等について、子どもが意見表明や参加する機会を設

けるよう努めるものとする。 

４ 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、施設の行事や運営等について、子どもが意見表

明や参加する機会を設けるよう努めるものとする。 
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（子ども会議） 

第１２条 市は、子どもにやさしいまちづくりや子どもに関する施策について、子どもが

意見表明をし、参加する場として奈良市子ども会議（以下「子ども会議」という。）を

置くものとする。 

２ 子ども会議は、これに参加する子どもの自主的及び自発的な取組により運営されるも

のとする。この場合において、子ども会議は、その運営のために市に必要な支援を求め

ることができるものとする。 

３ 子ども会議は、これに参加する子どもの意見をまとめ、市長に提出することができる

ものとする。 

（子育て家庭への支援） 

第１３条 市は、保護者が安心して子育てをすることができるよう、子育て家庭に対し必

要な支援を行うよう努めるものとする。 

２ 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、保護者が子育てをし

やすい環境づくりに努めるものとする。 

（困難を有する子どもとその家庭に対する支援） 

第１４条 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、障害のある子

ども、ひとり親家庭の子ども等、困難を有する子どもとその家庭に対し必要な支援を行

うよう努めるものとする。 

（子どもへの虐待等に対する取組） 

第１５条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ど

もへの虐待、いじめ、体罰等の予防と早期発見に努めるものとする。  

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰

等を受けていると思われる子どもを適切かつ速やかに救済するために、関係機関と協力

して、必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（有害・危険な環境からの保護） 

第１６条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ど

もを犯罪、交通事故、災害の被害その他の子どもを取り巻く有害及び危険な環境から守

るための安全な環境づくりに努めるものとする。 

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが犯罪、交通

事故、災害の被害その他の子どもを取り巻く有害及び危険な環境から自分自身を守る力

を育むために必要な支援を行うよう努めるものとする。 
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（子どもの居場所・遊び場づくり） 

第１７条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが安心

して過ごすこと及び自然との触れ合いや遊び等様々な体験や子ども同士の交流をするこ

とにより、豊かな自己を育むことができる居場所・遊び場づくりに努めるものとする。 

（相談体制） 

第１８条 市は、子どもが、自分自身、家庭及び学校並びに虐待、いじめ、体罰等につい

て、直接に、かつ、安心して容易に相談することができるよう相談体制の充実を図るも

のとする。 

２ 市は、子どもからの相談内容に応じ、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の

関係者、事業者及びその他の関係機関と連携し、子どもの救済を図るために必要な支援

を行うものとする。 

３ 市は、市及び関係行政機関等の相談窓口の周知を図るものとする。 

 

第５章 施策の推進 

（計画及び検証） 

第１９条 市は、この条例に基づく子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす

施策について、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条に規定する

市町村子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）において定めるものとす

る。 

２ 市は、計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

３ この条例の運用状況及びこの条例の規定に基づく事業等の実施状況について、奈良市

子ども・子育て会議条例（平成２５年奈良市条例第１２号）第１条に規定する奈良市子

ども・子育て会議（以下「会議」という。）において定期的に検証するものとする。 

４ 会議は、前項の規定による検証の結果を市長に報告し、これを公表するものとする。 

（体制整備） 

第２０条 市は、子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施策に関して総合

的な調整を行うための必要な体制を整備するものとする。 

（広報及び啓発） 

第２１条 市は、この条例について、子ども、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施

設の関係者及び事業者の理解を深めるために必要な広報活動及び啓発活動を行うものと

する。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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２ 奈良市子ども・子育て会議条例 

（平成２５年３月２８日条例第１２号）  

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項及び就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号。次条において「認定こども園法」という。）第２５条の規定に基づく審議会その

他の合議制の機関として、奈良市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 
 

（所掌事務） 

第２条 会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 子ども・子育て支援法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(２) 認定こども園法第１７条第３項、第２１条第２項及び第２２条第２項の規定によりそ

の権限に属させられた事項を調査審議すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長の諮問に応じ、本市の子ども・子育て支援に関する

重要事項について調査審議すること。 

２ 会議は、前項第３号に規定する重要事項に関し市長に意見を述べることができる。 
 

（組織） 

第３条 会議は、委員１５人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、会議に臨時委員若干人を置くこと

ができる。 

３ 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 子どもの保護者 

(２) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(４) その他市長が適当と認める者 
 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場

合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。 
 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれらを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
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（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。ただし、会長が互選される前に招集

する会議は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上が出席しなければ会議を開く

ことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同

数のときは、会長の決するところによる。 
 

（部会） 

第７条 会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 
 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、子ども未来部において処理する。 
 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮

って定める。 
 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 奈良市報酬及び費用弁償に関する条例（昭和２７年奈良市条例第３０号）の一部を次

のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

子ども・子育て会議の委員 日額    １０，０００円 

 
 

附 則（平成２６年１０月３日条例第３３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律の一部を改正する法律（平成２４年法律第６６号。次項において「改正法」という。）

の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正法附則第９条の規定による改正法の施行の日前においても行うことができる行為

に関する事項については、この条例の施行の日前においても、この条例の規定の例によ

り、奈良市子ども・子育て会議において調査審議を行うことができる。 
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３ 奈良市子ども・子育て会議事業計画策定部会設置要領 

（設置） 

第１条 奈良市子ども・子育て会議条例（平成 25年奈良市条例第 12 号。以下「条例」

という。）第７条第１項の規定に基づき、奈良市子ども・子育て支援事業計画の策定に

ついて協議するとともに、関連する課題を整理することを目的として、奈良市子ども・

子育て会議事業計画策定部会（以下「部会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 部会は、次に掲げる事項について検討を行う。 

 (1) 利用希望の調査に関すること 

 (2) 子ども・子育て支援法第 61条第２項の規定に関すること 

 (3) 子ども・子育て支援法第 61条第３項の規定に関すること 

 (4) 前３号のほか事業計画の策定に関連して検討を要すること 

（構成） 

第３条 部会の委員は、奈良市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）に属する委

員並びに奈良市職員及び奈良市教育委員会事務局職員のうちから会議の会長が指名する。 

（部会長等） 

第４条 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は、部会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長の指名する

委員がその職務を代理する。 

（招集等） 

第５条 部会は部会長が招集し、部会長が議長となる。ただし、部会長が互選される前に

招集する部会は、会議の会長が招集する。 

２ 部会は、部会委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 部会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

（意見の聴取） 

第６条 部会長は、必要があると認めるときは、部会の議事に関係のある者の出席を求め、

説明又は意見を聴くことができる。 

（会議への報告） 

第７条 部会長は、部会の調査審議事項を会議に報告する。 

（庶務） 

第８条 部会の庶務は、子ども政策課において処理する。 
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（廃止） 

第９条 部会は次に掲げる事項のいずれかに該当した場合、廃止するものとする。 

 (1) 第２条各号に定める事項の調査審議が終了したとき 

 (2) 会議で部会廃止の決議がなされたとき 

（その他） 

第 10条 この要領に定めるもののほか、部会の運営その他に関し必要な事項は、部会長

が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成 25年５月 30日から施行する。 
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資料４ 進捗管理事業一覧 

 

基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり 

基本目標１． 子どもにとって大切な権利の保障  

① 子どもの権利保障のための取り組みの推進 

No 事業名 概要 

1 子ども会議の設置   

 

基本目標２． 乳幼児期の教育・保育の充実 

① 乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 

No 事業名 概要 

2 通常保育事業   

3 駅前保育所の設置   

4 認定こども園制度の導入   

 

② 質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 

No 事業名 概要 

5 保育所職員研修の推進   

6 保育所のサービス評価の実施   

7 保育所における食育の推進   

8 私立幼稚園運営費補助金   
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基本目標３． 学齢期の教育・育成施策の充実 

① 豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 

No 事業名 概要 

9 人権教育推進のための副教材の配付   

10 中学校給食の実施   

11 地域に開かれた魅力ある学校・教育の推進（学校の自己評価）   

12 中学生の乳幼児ふれあい体験の充実   

13 学校評議員の設置推進   

14 小学校での 30 人学級導入   

15 教職員研修の推進   

 

② 子どもの居場所や体験活動の充実 

No 事業名 概要 

16 放課後児童健全育成事業   

17 放課後子ども教室推進事業   

18 児童館事業の充実   

19 市民スポーツのつどい・スポーツ体験フェスティバルの開催   

20 スポーツ少年団の育成   

21 子どもを対象とした文化事業の実施   

22 アウトリーチ活動の実施   

 

③ 心身の健やかな成長のための取り組みの充実 

No 事業名 概要 

23 「すこやかテレフォン」の設置   

24 エイズ・性感染症に関する正しい知識の普及啓発事業   

25 未成年の喫煙対策   

26 思春期保健対策（性）   

 

 

 

 

 

 

 



 

 

115 

基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくり 

基本目標１． 子どもと子育て家庭の健康の確保  

① 妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 

No 事業名 概要 

27 妊産婦、新生児、未熟児訪問（保健指導事業）   

28 乳児家庭全戸訪問事業   

29 ４か月児健康診査（乳児一般健康診査）   

30 １０か月児健康診査（乳児一般健康診査）   

31 １歳７か月児健診、１歳７か月児歯科健診   

32 ３歳６か月児健診、３歳６か月児歯科健診   

33 健診後の育児教室（きしゃぽっぽ教室）   

34 乳幼児予防接種事業   

35 フッ化物塗布事業   

 

② 健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 

No 事業名 概要 

36 妊婦に対する教育相談   

37 妊産婦・乳幼児健康相談事業   

38 地域における健康教育および支援   

39 地域における幼児期からの歯の健康教育   

40 ５か月児離乳食教室（ぱくぱく教室）   

41 １歳児むし歯予防教室   

42 乳幼児の生活リズム事業   

43 子育て情報の提供   

44 乳幼児の事故を防ぐための啓発事業   

45 妊産婦の喫煙・飲酒対策事業   

46 発達相談   

47 すくすく相談   

48 食育の啓発および健康教育   
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③ 小児医療体制等の充実 

No 事業名 概要 

49 妊婦健康診査事業   

50 特定不妊治療費助成事業   

51 休日・夜間応急診療所、休日歯科応急診療所の整備充実   

 

 

基本目標２． 地域における子育て支援の充実 

① 子育て中の親子の居場所づくりの推進 

No 事業名 概要 

52 地域子育て支援拠点事業   

53 子育てスポット事業   

54 地域に開かれた幼稚園づくりの推進   

55 園庭開放   

56 保育所地域活動の推進   

57 公民館での各種教室・講座   

 

② 多様な子育て支援サービスの充実 

No 事業名 概要 

58 延長保育事業   

59 休日保育事業   

60 病児・病後児保育事業   

61 一時預かり事業   

62 夜間保育事業   

63 子育て短期支援事業（ショート・トワイライト）   

64 幼稚園における預かり事業   
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基本目標３． 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

① 子育てに関する相談体制・情報提供の充実 

No 事業名 概要 

65 ならし子育て情報ナビの作成・配布   

66 家庭児童相談室の設置   

67 子育て相談   

68 幼稚園の子育て相談機能の充実   

69 家庭教育講演会・講座の開催   

 

② 子育て家庭への経済的な支援の充実 

No 事業名 概要 

70 乳幼児医療費助成制度の拡大   

71 就園奨励費補助   

72 就学援助   

 

 

基本目標４． 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

① ひとり親家庭への支援の充実 

No 事業名 概要 

73 母子家庭等に対する相談体制の充実   

74 母子家庭等日常生活支援事業   

75 母子家庭および寡婦自立促進計画の策定   

76 母子家庭等就業・自立支援センター事業   

77 母子家庭自立支援教育訓練給付金事業   

78 母子家庭高等技能訓練促進事業   

79 公共賃貸住宅における母子・父子世帯の優先入居制度の活用   
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② 障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 

No 事業名 概要 

80 放課後児童クラブにおける障がい児の受け入れ推進   

81 短期入所   

82 障害児通所支援（旧児童デイサービス）   

83 居宅介護   

84 行動援護   

85 奈良市歯科診療   

86 日中一時支援   

87 移動支援   

88 みどり園   

89 相談支援事業   

90 親子体操教室   

91 （仮）療育センター検討庁内連絡会の開催   

92 長期療養児支援   

 

③ 児童虐待防止などの取り組みの充実 

No 事業名 概要 

93 被虐待児童対策地域協議会の設置・活用   

94 養育支援訪問事業   

95 家庭訪問   
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基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり 

基本目標１． 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくり 

① 地域の子育て支援活動の充実 

No 事業名 概要 

96 ファミリー・サポート・センター事業   

97 子育てサークル交流会の実施   

98 子育てサークル補助金   

99 子育て支援アドバイザー事業   

 

② 地域における子どもの見守り活動の推進 

No 事業名 概要 

100 交通安全教室の開催   

101 「子ども安全の家」標旗配布   

 

 

基本目標２． 仕事と子育ての両立支援の推進 

① 男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

No 事業名 概要 

102 男性の家庭参画セミナー（奈良市男女共同参画計画）   

103 男性の家庭参画セミナー（奈良市男女共同参画計画）   

104 男性の家庭参画セミナー（奈良市男女共同参画計画）   

105 男性の家庭参画セミナー（奈良市男女共同参画計画）   

106 男性の家庭参画セミナー（奈良市男女共同参画計画）   

107 仕事と生活の調和推進事業   

108 女性の健康増進講座   
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基本目標３． 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

① 安心して外出できる環境づくりの推進 

No 事業名 概要 

109 授乳室の設置   

110 公共賃貸住宅における多子世帯等の優先入居制度の活用   

111 公共賃貸住宅における子育て世代向けの優先入居制度の活用   

112 公園管理課運営   

113 街区公園整備単独事業   

114 公園維持補修事業   
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「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」がめざすもの 

 

 

プランの趣旨等 

本計画は、子どもや子育て家庭をめぐる様々な問題に対し、「子どもにとっての最善の利益」

を確保できるよう、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を踏まえつつ、新たに定められ

た「子ども・子育て支援法」に基づく事業計画に位置付けるほか、これまでの「奈良市次世代

育成支援行動計画（後期計画：平成２２～２６年度）」を引き継ぐ計画としても位置付けること

により、本市の子ども・子育て支援に関する施策を幅広く網羅し、今までの取り組みをさらに

充実させていきます。 

 

■皆さんのご意見をもとに策定しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」がめざすもの ・・・・・１ 

・プランの体系図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

・基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり・・・・・・５ 

・基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくり ・・・・・ 11 

・基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり ・・ 19 

 

 

 

 

目 次 

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン 

市内で子育て中のご家庭 

アンケート調査の実施 

奈良市子ども・子育て会議 奈良市 ＋ 
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プランの基本理念 
 

すべての子どもが今を幸せに生き、 

夢と希望を持って 

成長することができるまち なら 
 

■プランの３つの視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

プランの基本方針 

（１）子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり 

教育・保育が良質かつ適切な内容及び水準のものとなるように配慮し、「子どもの最善の

利益」が実現される社会を目指す取り組みを進めます。 

 

（２）子どもを安心して生み育てられるまちづくり 

保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整えることで、すべての子

どもが心身ともに健康で過ごせる環境づくりに取り組みます。 

 

（３）地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり 

地域の資源を有効に活用しつつ、子どもの成長にとってより良い環境づくりのために、

子どもや子育てを見守り、支えあうことができるような仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 
地域や社会 

 

 
子育て家庭 

 

 子ども 
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 プランの体系図  ～ ３つの基本方針 ×  

 

 

 

 １ 子どもにとって大切な権利の保障 

２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

２ 地域の子育て支援の充実 

３ 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

１ 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 

２ 仕事と子育ての両立支援の推進 

４ 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

３ 学齢期の教育・育成施策の充実 

３ 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

１ 子どもと子育て家庭の健康の確保 

３つの基本方針 10 の基本目標 

３ 

２ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

３ 

３ 

４ 

１ 子どもがいきいき

と心豊かに育つま

ちづくり 

２ 子どもを安心して

生み育てられるま

ちづくり 

３ 地域全体で子ども

と子育て家庭を見

守るまちづくり 
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 １０の基本目標 × ２０の方向性 ～ 

 

 

子どもの年齢 

０
～
２
歳 

３
～
５
歳 

小
学
生
～ 

● ● ● 

   

● ●  

   

  ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

   

● ● ● 

20 の施策の方向性 

① 子どもの権利保障のための取り組みの推進 …【P.５】 

① 乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保…【P.６～７】 

② 質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実…【P.７】 

① 豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 …【P.９】 

② 子どもの居場所や体験活動の充実 …【P.９～10】 

③ 心身の健やかな成長のための取り組みの充実 …【P.10】 

① 子育て中の親子の居場所づくりの推進 …【P.13】 

② 多様な子育て支援サービスの充実 …【P.14】 

① 妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 …【P.11】 

② 健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 …【P.12】 

③ 小児医療体制等の充実 …【P.12】 

① 子育てに関する相談体制・情報提供の充実 …【P.15】 

② 子育て家庭への経済的な支援の充実 …【P.16】 

① ひとり親家庭への支援の充実 …【P.17】 

② 障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 …【P.18】 

③ 児童虐待防止などの取り組みの充実 …【P.18】 

① 地域における子育て支援活動の充実 …【P.19】 

② 地域における子どもの見守り活動の推進 …【P.20】 

① 男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 …【P.21】 

① 安心して外出できる環境づくりの推進 …【P.22】 
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子どもにとって大切な権利の保障 

 

基本方針 

   １     子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 子ども会議の設置 

子どもの意見表明や参加を支援するための取り組みとして、子どもの自主

的・自発的な運営による「子ども会議」を設置します。 

 

 

【奈良市子どもにやさしいまちづくり条例のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本 

目標 
１ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  子どもの権利保障のための取り組みの推進 １ 
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乳幼児期の教育・保育の充実 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教育・保育施設及び地域型保育事業の整備 

待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存の教育・保育資

源を活用するとともに、民間活力による教育・保育施設及び地域型保育事業等の

整備を行います。 

 

【ニーズ量の見込み】                                 単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

１号認定 
（３～５歳） 

4,366 4,311 4,241 4,193 4,118 

２号認定 

（３歳以上、幼稚園） 
570 561 551 547 535 

２号認定 
（３歳以上、保育園） 

3,047 3,011 2,961 2,929 2,877 

３号認定（１・２歳） 2,133 2,140 2,162 2,128 2,100 

３号認定（０歳） 614 620 621 613 600 

 

○ 市立こども園の設置 

「奈良市幼保再編基本計画」、「奈良市幼保再編実施計画」に基づき、市立幼保

施設の再編を進めながら、「市立こども園（幼保連携型認定こども園）」の設置を

進めます。 

 

 

基本 

目標 
２ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 １ 
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○ 保育所等の延長保育 

延長保育事業については、民間保育所において引き続き取り組んでいただくほか、

市立保育所や現在設置を進めている認定こども園においても本格実施できるように取

り組むことで、量の見込みを確保していくことを基本とします。 

 

【ニーズ量の見込み】                             単位：人 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

2,102 2,193 2,284 2,375 2,467 

 

 

○ 幼稚園等の預かり保育 

幼稚園における在園児を対象とした預かり保育については、私立幼稚園全園のほか、

市立認定こども園及び一部の市立幼稚園で引き続き実施します。 

 

【ニーズ量の見込み】                     単位：人日（延べ利用者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

78,866 77,908 76,650 75,758 74,415 

 

 

 

 

 
 

○ 教育・保育の質の向上に向けた取組 

多様な教育・保育ニーズや地域の子育て支援等に対応するため、認定こども

園、幼稚園及び保育所に勤務する職員を対象に、園内外の研修を実施し、資質

向上を図ります。 

 

 

 

 

 

  質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 ２ 
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認定こども園のコラム
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学齢期の教育・育成施策の充実 

基本 

目標 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 小学校での少人数学級の実施 

少人数学級を実施し、よりきめ細かな指導を行うことにより、子どもの教育

の充実を図ります。 

 

 

 

 
 

○ 放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等） 

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後児童健

全育成事業施設内において、集団生活を体験させながら、健全育成を図ります。 

 

【ニーズ量の見込み】                               単位：人 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

低学年 2,223 2,284 2,345 2,406 2,465 

高学年 716 735 755 775 794 

合計 2,939 3,019 3,100 3,181 3,259 

 

 

 

 

３ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 １ 

  子どもの居場所や体験活動の充実 ２ 
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○ 放課後子ども教室推進事業 

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点(居場所)

を設け、地域の方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施することにより、

子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを行います。 

 

○ 児童館事業の充実 

身近な子育て支援の拠点施設として市民参画のもとに、より開かれた児童館

を目指します。 

 

 

 

 

 

○ 生徒の相談体制の充実 

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業務を奈良「いの

ちの電話」協会に委託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、専門の相談員

が年中無休で電話による各種の相談業務を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  心身の健やかな成長のための取り組みの充実 ３ 
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子どもと子育て家庭の健康の確保 

基本 

目標 

 

基本方針 

   ２     子どもを安心して生み育てられるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 妊婦健康診査事業 

妊娠中の女性と胎児の健康保持並びに異常の早期発見のために実施する妊婦

健康診査にかかる費用の一部を助成します。 

 

【ニーズ量の見込み】                      単位：回（延べ受診回数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

30,648 30,180 29,712 29,376 28,764 

 

○ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要な情

報提供等を行います。また、支援が必要な家庭に対しては保健指導を行い、乳

児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の予防や子どもの

健全育成を図ります。 

 

【ニーズ量の見込み】                          単位：面接件数 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

2,554 2,515 2,476 2,448 2,397 

 

 

 

１ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 １ 
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○ 妊産婦・乳幼児の健康相談（巡回相談・おやこプチ講座） 

安心して妊娠・出産・育児が行えるよう公民館等地域の身近な場所に出向き、

保健師、助産師等が健康相談を実施します。また、親子の健康づくりに関する

情報提供の場として、おやこプチ講座を実施します。 

 

 

 

 

 

○ 医療体制の充実 

妊娠・出産の安全確保とともに、育児不安の解消を目指し、救急医療体制の

整備充実を図ります。 

 

  健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実 ２ 

  小児医療体制等の充実 ３ 
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地域の子育て支援の充実 

基本 

目標 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域子育て支援拠点事業（子育て広場） 

主として乳幼児（０～３歳）と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に

提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講習会などを実施します。 

 

【ニーズ量の見込み】                   単位：人日（年間延べ利用者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

138,255 150,910 163,715 176,422 189,171 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  子育て中の親子の居場所づくりの推進  １ 

「子育て広場」のコラム
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○ 地域に開かれた幼稚園・保育所の推進 

地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や、子育てに孤立感・不

安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎を開放し、在園児との交流や未

就園児の親子登園を実施します。 

 

 

 

 

○ 保育所における一時預かり 

保護者のパート就労や病気等により家庭において保育を受けることが一時的

に困難となる場合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッシュのため、乳幼児

を保育所等において一時的に保育し、子育て世帯の支援を図ります。 

【ニーズ量の見込み】                   単位：人日（年間延べ利用者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

11,430 13,032 14,634 16,236 17,836 

 

○ 病児・病後児保育事業 

児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難

な場合に、児童を一時的に専用施設で預かります。 

【ニーズ量の見込み】                   単位：人日（年間延べ利用者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

896 1,038 1,180 1,322 1,463 

 

○ 子育て短期支援事業（ショートステイ等） 

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を１週間を限度として

預かり、養育・保護を行います。 

【ニーズ量の見込み】                   単位：人日（年間延べ利用者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

300 300 300 300 300 

 

  多様な子育て支援サービスの充実 ２ 
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子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

基本 

目標 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○ 利用者支援事業 

子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊

娠している方が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できる

よう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行

うとともに、関係機関との連絡調整等を実施します。 

 

【ニーズ量の見込み】                            単位：箇所 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

1 1 2 2 2 

 

 

○ 子育て世代支援ＰＲ事業 

本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育て応援サイト「子育て＠なら」

を運営するとともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた「子育て情報ブック」

を作成・配布します。 

 

 

 

３ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  子育てに関する相談体制・情報提供の充実  １ 
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○ 子ども医療費助成 

健康保険に加入している中学校修了前（15 歳到達後最初の３月 31 日まで）

の子どもを対象に、保険医療の自己負担額から一部負担金を除いた額を助成し

ます（中学生は入院のみの助成で、入院時の食事療養費は除きます）。 

 

○ 就学援助 

小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に援助し、義務教育就学の達成を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  子育て家庭への経済的な支援の充実 ２ 

「子育て＠なら」のコラム
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様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

基本 

目標 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 母子家庭等自立支援プログラム策定事業 

児童扶養手当の受給者を対象に、プログラム策定員が個々の状況や要望に応

じて、就職までの自立支援プログラムを作成し、ハローワークや福祉事務所と

協力して３ヶ月以内の就業を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  ひとり親家庭への支援の充実 １ 
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○ 子ども発達支援事業 

子ども発達センターにおいて、発達障がいや言語・情緒・行動に発達の課題

をかかえる就学前の幼児とその保護者を対象に、「療育相談室」及び児童福祉法

に規定された「児童発達支援」を実施しています。 

 

 

 

 

 

○ 被虐待児童対策地域協議会の設置・活用 

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療機関、

民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察などの関係機関が連携して、虐待か

ら子どもを守るために「奈良市被虐待児童対策地域協議会」を設置しています。 

 

○ 養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、訪問な

どにより、養育に関する相談、助言などの支援を行います。 

 

【ニーズ量の見込み】                           単位：家庭数 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

40 40 40 40 40 

 

 

 

 

 

  障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 ２ 

  児童虐待防止などの取り組みの充実 ３ 
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地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 

基本 

目標 

 

基本方針 

  ３  地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ファミリー・サポート・センター事業 

子育ての応援をしてほしい人（依頼会員）と子育ての応援をしたい人（提供

会員）が会員となって、送迎や一時的な子どもの預かりなどの援助活動を行い

ます。制度の周知を図り、援助会員の増員を目指すとともに、講習会・スキル

アップ講座の実施回数を見直し、会員の資質の向上を図ります。 

 

【ニーズ量の見込み】                     単位：人日（年間延べ利用者数） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

就学前 2,935 2,890 2,853 2,817 2,769 

就学後 4,115 4,098 4,049 4,025 3,993 

合計 7,050 6,988 6,902 6,842 6,762 

 

○ 子育て支援アドバイザー 

地域の子育て経験豊かな市民を子育て支援アドバイザーとして登録し、乳幼児と

その保護者が集まる場所に派遣することにより、保護者の子育てに関する疑問や悩

みに対する相談等を行います。 

 

 

１ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  地域における子育て支援活動の充実 １ 
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○ 交通安全教室の開催 

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい自転車の乗り方

などの交通ルールを映画・ビデオ・人形劇でわかりやすく説明するとともに、

信号機を使った実技指導なども併せて行い、子どもたちに交通事故から身を守

るすべを身につけてもらうために交通安全教室を開催します。 

 

○ 「子ども安全の家」標旗配布 

子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭などに「子ども安全の家」に

なってもらい、家の入口などに「安全の家」標旗を掲げ、子どもが危険を感じ

た時に、助けを求めて駆け込める場所を提供してもらい、地域で子どもを守る

機運を広めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地域における子どもの見守り活動の推進 ２ 
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仕事と子育ての両立支援の推進 

基本 

目標 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 男女共同の子育ての推進 

男性の家庭参画セミナーなどを通じて、男女の固定的役割分担を解消し、こ

れまで育児や家庭への参画が少なかった男性が積極的に関わり、ともに子育て

を担う地域づくりを進めます。 

 

○ 仕事と生活の調和推進事業 

事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等の改善等、仕事と

生活の調和のとれた働き方に向けた意識啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご存知ですか？ 

“IKUMEN HANDBOOK for nara papa” 

 

  奈良市では、男性が育児を身近に感じ、一層楽しめる 

ように、奈良市オリジナルのイクメン手帳を配布してい 

ます。パートナーの妊娠から出産、子どもが生まれてか 

ら６歳になるまでに知っておきたいことを、男性目線で 

一冊にまとめています。 

２ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

               
１ 
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子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

基本 

目標 

 

 

（計画の策定） 

奈良市子ども・子育て会議にお

ける審議を踏まえた計画の策定 

ＰＬＡＮ 

 

（計画の実行） 

施策の実施、教育・保育の確保 

 

（点検・評価） 

奈良市子ども・子育て会議に 

おける実施状況の点検・評価 

 

（施策の継続・計画の見直し） 

・予算編成を通じた施策の検討 

・計画中間年を目安に量の見込

み等を見直し 

ＡＣＴＩＯＮ 

ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ バリアフリー化の推進 

より子育てしやすいまちをめざして、道路、公園の整備、公共交通機関のバリア

フリー化などを進めていきます。 

 

○ 公共賃貸住宅における子育て世帯向けの優先入居制度の活用 

市営住宅の空家募集において、同居親族に小学校就学前の児童がいる世帯（子育

て世帯）に対する優先入居制度を実施します。 

 

 

 

＜事業計画の推進体制について＞ 

 

本計画に基づく取り組みの実

施に当たっては、「奈良市子ど

も・子育て会議」において年度ご

とに点検・評価が実施されます。

その結果を公開するとともに、取

り組みの充実・見直しにつなげ、

PDCA サイクルを確保します。 

３ 

施策の方向性と主な取り組みの一例 

  安心して外出できる環境づくりの推進  １ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン 

～奈良市子ども・子育て支援事業計画～【概要版】 

平成 27 年 3 月 

 
奈良市子ども未来部子ども政策課 

〒630-8580 奈良市二条大路南一丁目 1-1 

電話：0742-34-4792 FAX：0742-34-4798 

E-mail：kodomoseisaku@city.nara.lg.jp 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン 

～奈良市子ども・子育て支援事業計画～ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この概要版に掲載した内容は、事業計画の全体版をご覧ください。 

全体版の冊子（Ａ４版・○○ページ）は、○○○（本市の公共施設 

を記載します）○○で閲覧できるほか、奈良市の子育ておうえんサ 

イト「子育て＠なら」で閲覧・ダウンロードすることもできます。 

 

http://www.naracity-kosodate.jp/ 

子育てあっとなら 検 索 
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